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はじめに 

2015年 4月に発足した公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所は、その前身である「海

洋政策研究財団」時代より、「人類と海洋の共生」を目指し、海洋や沿岸域の統合的な管理、

排他的経済水域や大陸棚における持続的な開発と資源の利用、海洋の安全保障、海洋教育、

海上交通の安全、海洋汚染防止などに関する調査研究を実施してきました。その成果は、

国連海洋法条約およびアジェンダ 21、The Future We Want、2030アジェンダ等に基づく

新たな海洋秩序の枠組みの中において、国際社会による持続可能な発展の実現に資する提

言として取りまとめております。そして、この調査研究の一環として、当研究所ではボー

トレースの交付金による日本財団の支援を受け、海洋や沿岸域の総合的管理に向けた海洋

政策や法制、推進方策および推進体制に関する検討、政策提言を行うことを目的とした｢我

が国における海洋政策に関する調査研究｣を実施しています。 

2007年の海洋基本法制定を受け、内閣に設置された総合海洋政策本部によるリーダーシ

ップの下、2013年に改正された海洋基本計画において、政府が総合的かつ計画的に講ずべ

き施策として、「排他的経済水域等の開発等を推進するため、（中略）海域管理に係る包括

的な法体系の整備を進める」及び「各地域の特性に応じて陸域と海域を一体的かつ総合的

に管理する取組みを推進する」が具体的に明記されました。 

このような動きを受け、当研究所では、2011 年度から沿岸域総合管理の制度に関する調

査研究、2013年度からは排他的経済水域及び大陸棚の総合的な管理に関する法制のあり方

についての追加検討に取り組みました。そして、2015年度からは、新たな海洋政策の指針

となるべき政策提言の取りまとめを目指し、調査研究を開始致しました。 

2016年度には、排他的経済水域及の管理に関する法制や利用の促進、沿岸域の環境管理

の在り方等について政府与党、総合海洋政策本部参与会議等による検討が進められました。

こうした動きに注目しながら、当研究所では有識者とともに排他的経済水域等の管理と利

活用および沿岸域総合管理をより推進するための具体的な検討を行い、2017年度以降に予

定されている海洋基本計画の改訂に貢献するための論点整理や課題析出を試みました。 

本報告書は、本年度実施した調査研究の成果を掲載したものです。本調査研究の成果が、

排他的経済水域及び大陸棚ならびに沿岸域の総合的な管理の取組を促進し、我が国におけ

る総合的海洋政策の立案に資するものとなれば望外の喜びと存じます。 

最後になりましたが、本調査研究の実施に際し、熱心なご審議を頂きました「総合的海

洋政策研究委員会」の各委員と、本調査研究にご支援、ご助力を頂きました日本財団、そ

の他の多くの協力者の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

2017年 3月 

公益財団法人笹川平和財団 

海洋政策研究所長 寺島 紘士 
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第１章 研究概要 

 

１ 背景と目的 

本調査研究は、海洋基本法に定められている海洋の総合的管理を推進するための基本的

施策の具体化について検討を行うことを目的としている。第 1期の 2007年度から 2010年

度及び 2013年度には、排他的経済水域および大陸棚の総合的な管理のための法制のあり方

について検討し、提言「排他的経済水域及び大陸棚の総合的な管理に関する法制のあり方

について」や「排他的経済水域及び大陸棚の総合的な開発、利用、保全等に関する政策提

言」のとりまとめを行った。これに続き、2011年度からは、第 2期として海洋環境の悪化、

開発・利用に伴う利害の対立など、様々な問題が起こっている陸域・海域を一体的にとら

えて適切に管理する沿岸域総合管理の推進方策についての検討を行い、「沿岸域総合管理の

推進に関する政策提言―市町村主体による地方沿岸域の総合的管理に向けて―」のとりま

とめを行った。 

我が国の沿岸域においては、人間の生活や産業活動が活発に行われているが、一体的か

つ適切な管理が行われていないために、海洋環境の悪化、水産業の衰退、開発・利用に伴

う利害の対立など、様々な問題が起こっている。こうした状況に対応する沿岸域総合管理

は、諸外国で広く導入され、1992 年のリオ地球サミットの行動計画であるアジェンダ 21

においても言及されている国際標準的な手法である。我が国においても、2007年に成立し

た海洋基本法において、12の基本的施策の 1つとして位置づけられ、2013年 4月 26日に

閣議決定された新たな海洋基本計画において、「各地域の特性に応じて陸域と海域を一体的

かつ総合的に管理する取組を推進する」こと、「地域の計画の構築に取り組む地方を支援す

る」こと（第 2部 9沿岸域の総合的管理（１）沿岸域の総合的管理の推進）が明記された。

これを踏まえ、地域が主体となった多様な地域の実態を踏まえた取組みの促進に努めると

ともに、それを参考にして国レベルでの「沿岸域総合管理の制度」を整備・促進すること

が重要である。 

一方、排他的経済水域等の開発等の推進についても、海洋基本法において基本的施策と

して位置づけられるとともに、前述の海洋基本計画においても、「我が国の大陸棚延長申請

に対する大陸棚限界委員会の勧告内容を踏まえ、勧告が先送りされた海域について早期に

勧告が行われるよう引き続き努力するなど、大陸棚の限界の設定に向けた対応を適切に推

進する」こと及び「広大な排他的経済水域等の有効な利用や、海洋産業の振興と創出を図

るため、海域の特性に応じて、水産資源の持続的利用の確保、海洋エネルギー・鉱物資源

の開発の推進、海洋再生可能エネルギーの利用促進等に取り組む」ことが規定されたこと

（第 2 部 3 排他的経済水域等の開発等の推進）を踏まえ、より具体的に推進する枠組みを

整備することが求められている。 

そして、これらの取り組みの根拠である海洋基本計画が 2013年 4月の改訂から 4年を経

過し、「政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果に関する
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評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、必要な変更を加える

ものとする」との海洋基本法（第 16条第 5項）の規定に基づき、2018年 4月に予定され

ている改訂に向け、現在の海洋基本計画の取り組み状況を明示的に把握し、新たな海洋基

本計画策定に向けた基礎的な資料を作成することが喫緊の課題となっている。 

以上の背景を踏まえ、本調査研究においては、2016年度が 4ヶ年計画の 2ヶ年目である

ことから、これまでの研究知見を総括するとともに、海洋基本計画に規定されている「海

洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」の中でも取り組みが不

十分であるものを促進することを目指し、排他的経済水域および沿岸域の管理や利活用に

注目した調査研究を実施する。そして、我が国の海洋政策に貢献し、新たな海洋ガバナン

スの確立に寄与しうる研究知見を提示するとともに、2018年度中の実施が予定されている

海洋基本計画の第 2次改訂に貢献しうる政策提言の取りまとめを目指す。 

 

２ 研究体制 

本調査研究においては、2015年度に引き続き、総合的海洋政策研究委員会（以下「委員

会」という。）において、海洋・沿岸域に関わる科学的知見、技術、経済社会等の実態を踏

まえ、総合的な見地から検討を行った。また、委員会が所掌する個別の調査研究に関する

専門的見地からの助言および指導を受けるため、2015年度に委員を委嘱した秋道智彌総合

地球環境学研究所名誉教授（当研究所特別研究員）および松田治広島大学名誉教授（当研

究所客員研究員）を招聘し、重層的な検討を行う体制を整備した。 

 

2016年度「総合的海洋政策研究委員会」委員名簿 

井田 徹治 共同通信社 編集委員 

岡本 信行 石油天然ガス・金属鉱物資源機構金属資源技術部 海洋資源技術課長 

加藤 茂 日本水路協会 常務理事 

來生 新＊ 放送大学 副学長 

木下 健 長崎総合科学大学長 

坂元 茂樹 同志社大学法学部 教授 

佐藤 愼司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

佐藤 徹 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

白山 義久 海洋研究開発機構 理事 

寺島 紘士 笹川平和財団 海洋政策研究所長 

中山 幹康 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授 

西本 健太郎 東北大学大学院法学研究科 准教授 

三浦 大介 神奈川大学 法学部長 

宮原 正典 水産研究・教育機構 理事長 

山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 
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山形 俊男 海洋研究開発機構アプリケーションラボ 所長 

八木 信行 東京大学大学院農学生命科学研究科 准教授 

脇田 和美 東海大学海洋学部 准教授 

 ※委員長                       （敬称略・50音順） 

 

３ 研究内容 

（１）排他的経済水域及び大陸棚の総合的な管理 

海洋基本法においては、「国は、排他的経済水域等（排他的経済水域及び大陸棚に関する

法律 （平成八年法律第七十四号）第一条第一項 の排他的経済水域及び同法第二条 の大陸

棚をいう。以下同じ。）の開発、利用、保全等（以下「排他的経済水域等の開発等」という。）

に関する取組の強化を図ることの重要性に鑑み、海域の特性に応じた排他的経済水域等の

開発等の推進、排他的経済水域等における我が国の主権的権利を侵害する行為の防止その

他の排他的経済水域等の開発等の推進のために必要な措置を講ずるものとする。（第 19条）」

と規定されているものの、その取り組みは不十分であり、実効性のある取り組みを速やか

に推進することが求められている。 

このような状況を鑑み、本調査研究においては、当研究所が前身である海洋政策研究財

団時代より発表してきた排他的経済水域および大陸棚の管理と利用促進に関する政策提言

を踏まえ、急変する内外の政治・社会情勢に対応し、時代に即した排他的経済水域および

大陸棚の管理と利用促進を目指し、想定されるいわゆる EEZ法制の主要論点に関する検討

を行い、成果を取りまとめ、政府与党、総合海洋政策本部等に情報提供した。 

 

（２）沿岸域総合管理 

海洋基本法においては、「国は、沿岸の海域の諸問題がその陸域の諸活動等に起因し、沿

岸の海域について施策を講ずることのみでは、沿岸の海域の資源、自然環境等がもたらす

恵沢を将来にわたり享受できるようにすることが困難であることに鑑み、自然的社会的条

件からみて一体的に施策が講ぜられることが相当と認められる沿岸の海域及び陸域につい

て、その諸活動に対する規制その他の措置が総合的に講ぜられることにより適切に管理さ

れるよう必要な措置を講ずるものとする。（第 25条 1項）」と規定され、国の責務が明記さ

れている。当研究所においては、これまでに国の取り組みを推進すべく、さまざまな政策

提言を取りまとめ、関係省庁などへの働きかけを行ってきた。 

このような状況を鑑み、本調査研究においては、当研究所の前身である海洋政策研究財

団時代に発表した政策提言「沿岸域総合管理の推進に関する政策提言 市町村主体による

地方沿岸域の総合的管理に向けて（2015 年 3 月発表）」を踏まえ、沿岸域総合管理を推進

する制度の確立を目指し、沿岸域総合管理を推進するための論点に注目した検討を行い、

成果を取りまとめ、政府与党、総合海洋政策本部等に情報提供した。 
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（３）第 2期海洋基本計画の評価 

海洋基本法は、「政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、海洋

に関する基本的な計画（以下「海洋基本計画」という。）を定めなければならない。（第 16

条 1 項）」ことを規定するとともに、「政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海

洋に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基本計画の見直

しを行い、必要な変更を加えるものとする。（第 16条 5項）」と規定し、海洋基本計画の定

期的な内容刷新を定めている。この規定に基づき、2013年 4月には初めての改訂が行われ

ている。また、現在詳細な改訂スケジュールは発表されていないものの、最初の改訂の時

期を踏まえると、2018 年春には、2 回目の改訂が行われることが想定される。このような

状況を鑑み、当研究所がこれまでに取り組んできた調査研究の成果を新たな海洋基本計画

に織り込むため、その改訂に向けた第 2期海洋基本計画の評価を実施する必要がある。 

そのため、本調査研究においては、当研究所が主催している研究委員会の委員等を対象

としたアンケート調査を実施し、その調査結果の取りまとめを実施した。今後、広く公開

し、情報提供する準備を進める。 

 

（４）研究経過 

本調査研究においては、新たな海洋基本計画で重点的に推進すべき取組として「海域の

総合的管理と計画策定」を取り上げているものの、まだ十分な成果が挙がっていない上記

（1）および（2）について、2016 年度が本調査研究の第 3 期 2 年目であることを踏まえ、

下記スケジュールで委員会を開催し、主な論点の整理および進捗状況の確認を実施すると

ともに、政策提言の取りまとめに向けた検討を実施した。また、（3）についても、当研究

所が主催している研究委員会の委員等を対象とした調査を実施し、調査結果を取りまとめ

た。 

 

2016年度総合的海洋政策研究委員会の開催実績 

2016年 7 月 8 日 第 1回委員会 2016年度の検討の方向性について 

2017年 3 月 2 日 第 2回委員会 2016年度の研究成果のとりまとめ 

－ 4 －



第２章 本年度の調査研究内容 

 

１ 排他的経済水域及び大陸棚の総合的な管理 

（１）背景と目的 

①調査研究の目的：海洋基本法においては、「国は、排他的経済水域等（排他的経済水域及

び大陸棚に関する法律 （平成八年法律第七十四号）第一条第一項 の排他的経済水域及び

同法第二条の大陸棚をいう。以下同じ。）の開発、利用、保全等（以下「排他的経済水域等

の開発等」という。）に関する取組の強化を図ることの重要性にかんがみ、海域の特性に応

じた排他的経済水域等の開発等の推進、排他的経済水域等における我が国の主権的権利を

侵害する行為の防止その他の排他的経済水域等の開発等の推進のために必要な措置を講ず

るものとする。（第 19条）」と規定されているものの、その取り組みは不十分であり、実効

性のある取り組みを速やかに推進することが求められている。 

このような状況を鑑み、2008年度から当研究所が取り組んでいる「海洋の総合管理に関

する調査研究」事業の成果を踏まえ、「排他的経済水域等の開発等の推進（第 2部 3）」に向

けた排他的経済水域および大陸棚の管理と利用促進に関する調査研究の実施や政策提言の

取りまとめなどの活動を推進する。 

②実施する取り組み：政府･与党の動向を踏まえつつ、排他的経済水域および大陸棚の管理

と利用促進に関連する諸分野に精通した有識者で構成する「排他的経済水域等の開発等の

推進に関する調査研究ワーキンググループ（以下「EEZ 利活用 WG」とする）」を設置し、

集中的な論点整理や課題検討・解決に取り組み、政府・与党において検討されているいわ

ゆる EEZ法制に対する働きかけを実施する。 

 

（２）研究体制 

本調査研究では、上記の目的を達成するために、総合的海洋政策研究委員会の下に EEZ

利活用WGを設置し、排他的経済水域等の管理について、専門的な見地から検討を行った。 

 

2016年度総合的海洋政策研究委員会 

排他的経済水域等の開発等の推進に関する調査研究ワーキンググループ名簿 

※來生 新 放送大学 副学長 

北村 喜宣 上智大学法科大学院 教授 

坂元 茂樹 同志社大学法学部 教授 

高村 ゆかり 名古屋大学大学院環境学研究科 教授 

寺島 紘士 笹川平和財団 海洋政策研究所長 

西本 健太郎 東北大学大学院法学研究科 准教授 

三浦 大介 神奈川大学 法学部長 

森下 丈二 東京海洋大学海洋科学部 教授 

※座長                 （敬称略・50音順） 
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（３）研究内容 

本調査研究においては、当研究所が前身である海洋政策研究財団時代より発表してきた

排他的経済水域および大陸棚の管理と利用促進に関する政策提言（「排他的経済水域及び大

陸棚の総合的な管理に関する法制のあり方についての提言（2011 年 6 月発表）」および「排

他的経済水域及び大陸棚の総合的な開発、利用、保全等に関する政策提言（2013 年 10 月

発表）」）を踏まえ、急変する内外の政治・社会情勢に対応し、時代に即した排他的経済水

域および大陸棚の管理と利用促進を目指し、想定されるいわゆる EEZ法制の①目的／基本

理念や②国の役割、③基本方針、④海域（等）計画、⑤開発行為等、⑥海洋環境保全、⑦

科学的調査、⑧法執行体制、⑨その他といった論点に関する検討を行った。 

また、EEZ利活用WGにおいては、これらの論点に加え、これまでに当研究所が提唱し

てきた排他的経済水域等に対する総合的アプローチに対し、現在、政府・与党が制定を目

指しているいわゆる EEZ法制が個別的アプローチを採用しつつあることにより生じうる課

題（既存の国内法が海域への適用を想定していないこと、利用促進と環境保全との関係性、

海洋空間管理のあり方および科学的調査をはじめとする諸概念の定義など）に関する検討

が行われた。 

 

（４）研究経過 

本調査研究においては、2016年 9月 20日に第 1回会合を開催し、EEZ利活用WGにお

ける活動の方向性や今後検討すべき論点に関する検討を実施した。また、第 1 回会合に先

立ち、2016年 4月 19日に座長との打ち合わせを行うとともに、第 1回会合終了後の 2016

年 10月 19日にも座長との打ち合わせを実施している。 

政府与党では、排他的経済水域及び大陸棚に係る我が国の権益の確保に関する法律の要

綱案が検討されるとともに、総合海洋政策本部の参与会議において「海域の利用の促進等

の在り方 PT」が設置され、検討が進められた。2006年 2月には、「海域の利用の促進等の

在り方 PT」の報告書が参与会議に提出され、我が国海域における５つの論点（外国漁船へ

の対応、海洋資源開発、科学的調査、海洋環境の保護と保全、海洋の安全保障）について

議論が行われ、我々の取りまとめた政策提言の内容が反映されていることが確認できた。 
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２ 沿岸域総合管理 

（１）背景と目的 

①調査研究の目的：海洋基本法においては、「国は、沿岸の海域の諸問題がその陸域の

諸活動等に起因し、沿岸の海域について施策を講ずることのみでは、沿岸の海域の資源、

自然環境等がもたらす恵沢を将来にわたり享受できるようにすることが困難であるこ

とにかんがみ、自然的社会的条件からみて一体的に施策が講ぜられることが相当と認め

られる沿岸の海域及び陸域について、その諸活動に対する規制その他の措置が総合的に

講ぜられることにより適切に管理されるよう必要な措置を講ずるものとする。（第 25

条 1項）」と規定され、国の責務が明記されている。当研究所においては、これまでに

国の取り組みを推進すべく、さまざまな政策提言を取りまとめ、関係省庁などへの働き

かけを行ってきた。 

このような状況を鑑み、「沿岸域の総合的管理（「第 2期海洋基本計画」第 2部 9）」

については、これまでの取り組みを踏まえ、継続的な実施を想定した制度に注目した調

査研究を実施する。そのため、沿岸域総合管理の高度化や実装化に関する集中的な検討

を実施してきた「沿岸域総合管理モデルの実施に関する調査研究」事業の成果をより発

展させることを目指し、市区町村域への海域編入やいわゆる地方創生戦略への貢献、沿

岸域総合管理を促進する財政支援のあり方、海洋･沿岸域に関する人材育成の方向性、

沿岸域総合管理計画の法定計画化を含む地方公共団体（都道府県および市区町村）にお

ける位置づけの再検討などといった制度に関する調査研究を実施する。併せて、当研究

所が実施している他の調査研究事業（海洋教育パイオニアスクールプログラムなど）と

も連携し、沿岸域総合管理を継続的に実施するために必要な取り組みを提示することを

目指す。 

また、これまでの沿岸域総合管理をより発展させた広域型・島嶼型沿岸域総合管理に

関する課題と展望についての調査研究も実施し、重層的かつ多様な沿岸域総合管理のあ

り方を提示する。 

②実施する取り組み：沿岸域総合管理に精通した有識者、沿岸域総合管理を現在実施し

ている市区町村の担当者から構成する「沿岸域総合管理の制度的枠組みに関する調査研

究ワーキンググループ（以下「ICM 制度 WG」とする）（仮称）」を設置し、我が国周

辺海域の市区町村域への編入や行政による支援制度のワンストップ化、海洋・沿岸域の

発展に資する人材を育成するための制度などを実装化するための必要な検討を実施す

るとともに、沿岸域総合管理の有効性を周知するために必要な取り組みを実施する。 

 

（２）研究体制 

本調査研究では、上記の目的を達成するために、総合的海洋政策研究委員会の下に ICM

制度WGを設置し、沿岸域総合管理の推進について、専門的な見地から検討を行った。 
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2016年度総合的海洋政策研究委員会 

沿岸域総合管理の制度的枠組みに関する調査研究ワーキンググループ名簿 

※來生 新 放送大学 副学長 

北村 喜宣 上智大学法科大学院 教授 

佐藤 愼司 東京大学大学院工学系研究科 教授 

寺島 紘士 笹川平和財団 海洋政策研究所長 

松田 治 広島大学 名誉教授 

三浦 大介 神奈川大学 法学部長 

八木 信行 東京大学大学院農学生命科学研究科 准教授 

        ※座長             （敬称略・50音順） 

 

（３）研究内容 

本調査研究においては、当研究所の前身である海洋政策研究財団時代に発表した政策提

言「沿岸域総合管理の推進に関する政策提言 市町村主体による地方沿岸域の総合的管理

に向けて（2015年 3月発表）」を踏まえ、沿岸域総合管理を推進する制度の確立を目指し、

①海陸を一体とした状況把握や②地域の関係者による合意形成、③関連計画との整合に配

慮した沿岸域総合管理計画の策定、④順応的管理による沿岸域総合管理事業の実施（ａ．

個別事業による実施計画との関係、ｂ．体制構築、ｃ．事業実施）および⑤沿岸域総合管

理計画の評価と見直しといった論点に注目した検討を行った。 

また、ICM制度WG においては、上記の論点に加え、これまでに当研究所が取り組ん

できた沿岸域総合管理モデル（基本型（仮称））を基礎として、複数の市区町村による

沿岸域総合管理（広域型）や島嶼地域における沿岸域総合管理（島嶼型）に関する調査

研究に取り組み、①沿岸域総合管理を実施するために有効であると考えられる方策（①

-1.我が国周辺海域の市区町村域への編入や行政による支援制度のワンストップ化（既

存の制度を組み合わせた総体としての沿岸域総合管理制度の構築も含む）、①-2.DMO

をはじめとする観光地域づくりの分野横断型組織（NPOなども含む）の導入、①-3.環

境保全を促進する制度（瀬戸内海環境保全特別措置法や瀬戸内海環境保全基本計画の制

定など）の策定）を実施するための検討（フローチャートの作成なども含む）を実施す

るとともに、②沿岸域総合管理を法令等に基づいた体制で実施するために必要な制度

（法制化も含む）の検討も行い、沿岸域総合管理の効率的かつ効果的に実施するために

必要な取り組みを実施する。また、必要に応じて、大都市圏における沿岸域総合管理に

関する調査研究も実施し、広域型あるいは島嶼型の沿岸域総合管理の発展に資する知見

を析出する必要性が指摘された。 

そして、これまでの成果をより発展させ、実効性のある取り組みに昇華させるため、

当研究所が取りまとめてきた沿岸域総合管理に関する知見を政策提言として取りまと

め、2018年度に改訂が予定されている第 3期海洋基本計画における重要施策として反
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映すること及び海洋管理制度を創設することを目標とすることが提案され、2017 年度

以降もワーキンググループを設置し、集中的に検討することが確認された。 

 

（４）研究経過 

本調査研究においては、2016年 12月 13日に第 1回会合を開催し、ICM制度WGにお

ける活動の方向性や今後検討すべき論点に関する検討を実施した。また、第 2回会合を 2017

年 1 月 25 日に開催し、2017 年度以降にどのような活動を実施するのかに関する検討を実

施した。 

総合海洋政策本部参与会議に設置された「総合的な沿岸域の環境管理の在り方 PT」に、

当研究所の寺島紘士所長が有識者として参加した。「沿岸域総合管理の推進に関する政策提

言」や地域における沿岸域の総合的管理の事例を紹介し、「総合的な沿岸域の環境管理の在

り方 PT」の報告書（平成 29年 2月 16日発表）において、当該提言の内容が反映された。 

 

2015年度総合的海洋政策研究委員会 ICM制度WGの開催実績 

2016年 12月 13日 第 1回会合 本ワーキンググループの方向性について 

2017年 1 月 25 日 第 2回会合 論点整理と2017年度以降の活動の方向性について
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３ 第 2期海洋基本計画の評価 

（１）背景と目的 

海洋基本法は、「政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

海洋に関する基本的な計画（以下「海洋基本計画」という。）を定めなければならない。

（第 16条 1項）」ことを規定するとともに、「政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案

し、及び海洋に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基

本計画の見直しを行い、必要な変更を加えるものとする。（第 16 条 5 項）」と規定し、

海洋基本計画の定期的な内容刷新を定めている。この規定に基づき、2011年 12月から

検討作業が始まり、2013年 4月には初めての改訂が行われている。 

 現在詳細な改訂スケジュールは発表されていないものの、最初の改訂の時期を踏まえ

ると、2018 年春には、2 回目の改訂が行われることが想定される。このような状況を

鑑み、当研究所がこれまでに取り組んできた調査研究の成果を新たな海洋基本計画に織

り込むため、その改訂に向けた第 2期海洋基本計画の評価を実施する必要がある。 

 

（２）研究体制 

本調査研究においては、総合的海洋政策研究委員会の助言と指導の下、笹川平和財団

海洋政策研究所海洋研究調査部を事務局として、第 2期海洋基本計画の評価に係るアン

ケート調査を実施した。 

 

（３）研究内容 

①時期・対象：評価作業は以下の要領で実施した。なお、送付した調査票等については、

本資料別紙（第 2期海洋基本計画評価シート）を参照されたい。 

実施時期：2017年 1月 13日（金）発送、同年 1月 31日（火）締切 

調査対象：当研究所主催研究委員会（ワーキンググループを含む）委員（65名） 

 

②評価方法：予備調査票、回答票、自由記入票および参考資料（平成 28年版海洋の状況及

び海洋に関して講じた施策）を配布し、以下の基準に従い、順次回答する方式を採用した

（回答者の専門分野または関心分野についても併せて回答を求め、それ以外の設問に対し

ては、回答を求めないものとした）。なお、採点基準については、下記を参照されたい。 

調査票採点基準 

１：ほとんど取り組まれていない 

２：あまり取り組まれていない 

３：ある程度取り組まれている 

４：十分取り組まれている 
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③回収総数／回収率：送付機関数および回答返送機関数（2017年 3月 2日現在）は下記を

参照されたい。なお、全体の回収率は 43.1％であった。 

 送付機関数 回答返送総数 回答率（％） 

大学 41 15 36.6 

研究所 15 9 60.0 

報道機関 4 2 50.0 

NGO等 5 2 40.0 

合計 65 28 43.1 
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第 2期海洋基本計画評価作業報告（取りまとめ概要） 
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Point 専門家 N 関心 N 全体 N

1 0 0 0

2 1 1 2

3 3 4 8

4 2 7 9

1 0 0 0

2 4 4 8

3 0 4 5

4 2 3 5

1 0 0 0

2 2 2 4

3 1 5 7

4 3 4 7

1 0 1 1

2 3 4 8

3 2 4 6

4 1 2 3

1 1 0 1

2 0 4 4

3 5 4 9

4 0 3 4

1 1 2 3

2 2 4 7

3 0 4 4

4 3 1 4

1 1 0 1

2 0 3 3

3 4 7 12

4 1 1 2

1 1 1 2

2 1 5 6

3 2 4 7

4 1 0 1

1 1 0 1

2 1 3 5

3 2 4 6

4 2 3 5

1 0 0 0

2 2 1 3

3 2 4 6

4 2 6 9

平均点

第２部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

１ 海洋資源の開発及び利用の推進

（１）海洋
エネル
ギー・鉱物
資源の開
発の推進

ア 海洋エネルギー・
鉱物資源調査の加速

1広大な我が国管轄海域における海洋エネルギー・鉱物資源の賦存量・賦存状
況把握のため、海洋資源調査船「白嶺」、三次元物理探査船「資源」、新たに建
造される海底を広域調査する研究船等に加えて、主に科学掘削を実施している
地球深部探査船「ちきゅう」の活用も含め、関係省庁連携の下、民間企業の協力
を得つつ、海洋資源調査を加速する。

3.2 3.5 3.4

イ 共通基盤等の整備 1「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の改定について、これまでの実施状況
等を踏まえ、関係府省連携の下、必要に応じ所要の措置を講ずる。

2.7 2.9

1広域科学調査により、エネルギー・鉱物資源の鉱床候補地推定の基礎となる
データ等を収集するため、海底を広域調査する研究船、有人潜水調査船、無人
探査機等のプラットフォーム及び最先端センサー技術を用いた広域探査システ
ムの開発・整備を行うとともに、新しい探査手法の研究開発を加速するなど、海
洋資源の調査研究能力を強化する。

3.2 3.2 3.2

2.6 2.6

2.8

1海洋資源の開発及び利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域において
も安全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）において輸
送や補給等が可能な活動拠点を整備するとともに、将来の海洋資源輸送方法を
視野に入れた活動拠点の利活用に向けた検討を進める。 2.7 3.0 2.9

1資源開発の産業化を推進するとともに国際競争力を強化するため、関係府省
の連携の下、海洋エネルギー・鉱物資源関係の調査・探査・研究開発等の成果
を集約するとともに、我が国の有する他の分野の先端技術を結集して資源開発
に活用する。 2.7

1資源供給国に対する政府一体となった働きかけ、資源国に対する協力のパッ
ケージ化や、資源権益獲得に対する資金供給の機能強化等を通じ、官民のリ
ソースを最大限いかして資源の確保をより戦略的に進める。

2.8 2.3 2.5

ウ 石油・天然ガス 1日本周辺海域の探査実績の少ない海域において、石油・天然ガスの賦存状況
を把握するため、三次元物理探査船「資源」を活用した基礎物理探査（6,000km 2
/年）及び賦存可能性の高い海域での基礎試錐を機動的に実施する。

2.8 2.8 2.8

1「資源」による基礎物理探査や平成25年度に実施する新潟県佐渡南西沖の基
礎試錐の成果等を民間企業に引き継ぐことにより、探鉱活動の推進を図る。

2.6 2.4 2.4

エ メタンハイドレート 1日本周辺海域に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートを将来のエネル
ギー資源として利用可能とするため、海洋産出試験の結果等を踏まえ、平成30
年度を目途に、商業化の実現に向けた技術の整備を行う。その際、平成30年代
後半に、民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトが開始されるよう、国
際情勢をにらみつつ、技術開発を進める。

2.8 2.9 2.9

1日本海側を中心に存在が確認された表層型のメタンハイドレートの資源量を把
握するため、平成25年度以降３年間程度で、必要となる広域的な分布調査等に
取り組む。

3.0 3.5 3.3

第2期海洋基本計画評価作業報告（集計結果）
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1 0 2 2

2 2 2 5

3 3 4 7

4 1 3 4

1 1 0 1

2 1 2 3

3 3 6 10

4 1 3 4

1 0 0 0

2 2 2 4

3 2 4 7

4 2 3 5

1 0 0 0

2 2 3 5

3 2 6 8

4 2 4 7

1 1 0 1

2 2 6 8

3 1 4 6

4 2 3 5

1 0 0 0

2 3 5 8

3 1 5 7

4 2 2 4

1 0 0 0

2 1 4 5

3 2 3 6

4 3 5 8

1 1 0 1

2 2 2 5

3 2 9 11

4 1 0 1

1 0 0 0

2 3 2 5

3 2 8 11

4 1 2 3

1 1 1 2

2 3 3 6

3 1 7 9

4 1 1 2

1 1 1 2

2 0 7 8

3 4 5 9

4 1 0 1

オ 海底熱水鉱床 1国際情勢をにらみつつ、平成30年代後半以降に民間企業が参画する商業化を
目指したプロジェクトが開始されるよう、既知鉱床の資源量評価、新鉱床の発見
と概略資源量の把握、実海域実験を含めた採鉱・揚鉱に係る機器の技術開発、
環境影響評価手法の開発等を推進するとともに、その成果が着実に民間企業に
よる商業化に資するよう、官民連携の下、推進する。

2.8 2.7 2.7

カ コバルトリッチクラ
スト及びマンガン団塊
並びにレアアース

1コバルトリッチクラスト及びマンガン団塊の資源量調査と生産関連技術につい
て、国際海底機構が定めた探査規則を踏まえ、調査研究に取り組む。特に、コバ
ルトリッチクラストについては、海底熱水鉱床についての取組の成果も踏まえ、
具体的な開発計画を策定した上で取り組む。 2.7 3.1 2.9

3.1 3.1

1レアアースを含む海底堆積物については、将来のレアアース資源としてのポテ
ンシャルを検討するための基礎的な科学調査・研究を行う。また、平成25年度以
降３年間程度で、海底に賦存するとされるレアアースの概略資源量・賦存状況調
査を行う。さらに、高粘度特性と大深水性を踏まえ、将来の開発・生産を念頭に
広範な技術分野の調査・研究を実施する。

3.0 3.1 3.1

2.8 2.8

（２）海洋
再生可能
エネル
ギーの利
用促進

ア 海洋再生可能エネ
ルギー実用化に向け
た技術開発の加速

1海洋再生可能エネルギーを利用した発電技術の開発コスト低減、安全性の確
保、民間の参入意欲の向上、海洋産業の国際競争力強化及び関連産業の集積
による地域経済活性化を図るため、実証試験のための海域である実証フィール
ドの整備に取り組む。 3.0

1実海域での実証を安全かつ確実に進めるため、実証試験等の実施に当たり、
第三者が技術的な課題をクリアしているかどうかを評価する仕組みについて、検
討を行う。

2.8 2.8 2.8

1海洋再生可能エネルギーの利用促進に向けた技術開発を支援するため、実証
フィールドの活用と他の関連施策の有機的な連携を図る。

2.7

イ 海洋再生可能エネ
ルギーの実用化・事
業化の促進

1海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業を目的とした海域利用の調整に
当たっては、地方公共団体の役割が重要との認識の下、他の海域利用者等との
共存共栄を図るとともに、地域ごとの状況に応じて総合的な観点から調整を行
う。また、円滑な調整のための環境整備の観点から、地域協調型・漁業協調型
の海洋再生可能エネルギー利用メニューを作成・公表するなど、関係者間の認
識の共有を図る。

3.3 3.1

1海洋再生可能エネルギーの利用促進のため、必要となる各種海洋情報を充実
するとともに、これらの情報を容易に閲覧できるよう海洋台帳の充実・機能強化
に取り組む。

2.7 3.0

3.2

1海域利用に係るルールを明確にするため、必要となる法制度の整備も含めて
検討する。

2.5 2.8 2.7

1港湾区域、漁港区域、海岸保全区域等、個別法により既に管理者が明確に
なっている海域においては、本来の目的や機能に支障のない範囲において、先
導的な取組を進める。

2.3 2.7 2.6

2.3 2.5

2.9

1海洋構造物や発電機器の安全性を担保する制度を明確化するとともに、我が
国の海洋産業の国際競争力向上の観点から、我が国の技術を背景に、技術的
基準の国際標準化等を主導する。

2.8

2
－ 15 －



1 0 0 0

2 2 1 4

3 3 8 11

4 1 4 5

1 1 0 1

2 2 5 7

3 2 6 9

4 1 1 2

1 1 0 1

2 3 2 6

3 1 7 8

4 1 2 3

1 1 2 3

2 4 2 6

3 0 4 5

4 1 3 4

1 1 0 1

2 2 4 6

3 2 5 8

4 1 2 3

1 0 0 0

2 1 3 4

3 4 4 8

4 1 3 5

1 0 0 0

2 0 2 2

3 4 3 7

4 1 5 7

1 0 0 0

2 2 4 6

3 4 2 6

4 0 5 6

1 0 0 0

2 4 3 7

3 1 4 6

4 2 2 4

1 0 0 0

2 2 3 5

3 3 7 11

4 1 0 1

1 1 1 2

2 2 3 5

3 2 5 8

4 1 1 2

1洋上風力発電事業における環境影響評価に関しては、実証事業においてその
技術的手法の検討を進める。また、洋上風力発電以外の海洋再生可能エネル
ギーを利用した発電事業についても、今後必要が生じた場合、適切な環境影響
評価の在り方の検討を進める。 2.8 3.1 3.1

1海洋特有のコスト面に関する課題に対応するため、安全かつ効率的に設置・メ
ンテナンスを行う作業船やバックヤードとなるインフラの整備方策について検討
を進める。

2.5 2.7 2.6

ウ 海洋再生可能エネ
ルギー普及のための
基盤・環境整備

1エネルギー政策全体の方向性と整合を取りつつ、海洋再生可能エネルギーの
普及を戦略的に進めていく施策について、施策の目標の在り方も含めて総合的
に検討する。

2.3 2.9 2.7

1海洋再生可能エネルギーの買取価格については、実用化の見通しが立ち、費
用の検証が可能になった段階において、国民負担にも配慮しつつ検討・決定す
る。

2.2 2.8 2.6

1我が国における海洋再生可能エネルギー利用の重要性に関し、国民への普
及・啓発活動を実施する。

2.5 2.8 2.7

エ 洋上風
力発電

①技術開
発の推進
等

1平成26年度を目途に我が国の海象・気象条件に適した洋上風況観測システム
及び着床式洋上風力発電システムの技術を確立するため、銚子沖及び北九州
沖における２MW級の実証研究を着実に実施するとともに、環境影響評価に係る
技術的手法を検討し、市場ニーズに対応した超大型風力発電システムのドライ
ブトレイン、長翼ブレード、遠隔監視技術等を開発する。

3.0 3.1 3.1

1平成27年度までに、我が国の気象・海象の特徴を踏まえた浮体式洋上風力発
電技術等を確立するため、長崎県五島市椛島沖において、平成24年度に設置さ
れた小規模試験機（100kW）に続き、平成25年度には実証機（２MW）を設置し、実
証研究を進める。 3.2 3.4 3.3

1世界最大級の浮体式洋上風力発電所（ウィンドファーム）の実現を見据え、福島
県沖において浮体式洋上風力発電に関する実証研究を進める。加えて、平成27
年度を目途に、関連する技術の確立、安全性・信頼性・経済性を評価する。

2.7 3.2 3.0

2.7 2.9 2.8

②安全基
準の整備

1浮体式洋上風力発電施設の安全性を確保するため、漂流、転覆、沈没等、浮
体・係留設備の安全性に関する技術的検討、さらに、大規模展開時の係留索の
交錯リスク低減等安全確保のための技術的検討を実施する。これらの検討結果
を踏まえ、平成25年度までに安全ガイドラインを策定するとともに、国際電気標
準会議（IEC）における国際標準化策定を主導し、国際競争力強化を図る。

2.8 2.7 2.8

1維持管理手法及び環境影響評価手法を検討し、船舶の航行安全性の評価及
び漁業との共存方法を確立する。

③インフラ
整備

1洋上風力発電施設の普及拡大を進めるため、洋上大型風車作業船建造に係る
課題を整理し、その克服方法を明確にするなど、洋上大型風車作業船の実用化
に向けた検討を行う。

2.5 2.6 2.6
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④先導的
な取組等

1既に管理者が明確になっている海域における先導的な取組として、港湾区域に
おいては、洋上風力発電が、港湾の管理運営や諸活動と共生していく仕組みの
構築によって、引き続き導入の円滑化に取り組む。また、漁港・漁村においても、
エネルギーコストの縮減及び温室効果ガスの排出量削減や、災害時の非常電源
として利用する観点から、再生可能エネルギーの導入に向けた取組を推進す
る。

3.0 2.9 2.9

オ 波力等の海洋エネ
ルギー

1海洋エネルギー（波力、潮流、海流、海洋温度差等）を活用した発電技術とし
て、40円/kWhの達成を目標とする実機を開発するとともに、更なる発電コストの
低減を目指すため、革新的な技術シーズの育成、発電システムの開発、実証研
究等、多角的に技術研究開発を実施する。 2.8 2.9

1「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、東北沿岸の自然条件下で
成立する高効率・高信頼性・低コストの革新的発電システムの確立に向けた基
盤的研究開発を推進する。

2.7 3.0

2.9

1海洋エネルギーの導入を進めるため、浮体式や海中浮遊式を含む発電施設の
安全性を担保する方策の検討を進めるとともに、港湾の本来の目的や機能と共
生し得る円滑な導入や高度な利用の方策について検討する。

2.3 2.8 2.6

2.9

（３）水産
資源の開
発及び利
用

ア 水産資源の適切な
管理及び水産動植物
の生育環境の保全等

1漁業者が、国及び都道府県で策定する「資源管理指針」に基づき、「資源管理
計画」を作成し、これを確実に実施する場合に、資源管理・収入安定対策によっ
て減収の補填を行う。これにより、基本的に全ての漁業者の参画を得て、資源管
理指針・資源管理計画に基づく資源管理を全国的に推進する。 2.8 2.5 2.6

1マグロ類を始めとする国際的な水産資源の適切な保存管理を推進するため、
各地域漁業管理機関において、我が国のリーダーシップによる科学的根拠に基
づく議論を主導する。

2.7 3.3 3.1

3.2

1鯨類について、科学的根拠に基づく持続的な利用の実現に向け、鯨類捕獲調
査の安全な実施を図るとともに、我が国の立場に対する国際的な理解の拡大に
引き続き取り組む。

2.2 3.3 2.9

3.4 3.2

1資源を共有する周辺諸国・地域との連携・協力を強化し、水産資源管理をより
一層推進するため、我が国漁船の操業機会を確保するとともに､国別の適切な
漁獲割当量・許可隻数などの保存管理措置の適切な設定とその遵守の徹底を
図り、国際的な資源管理を推進する。 3.0 3.3

1赤潮による養殖被害の防止・軽減を図るため、海洋環境の変動による新たな赤
潮の発生機構の解明等の研究開発を推進する。

2.8 3.0 2.9

1資源に関する調査研究の充実のため、漁獲データの効率的かつ迅速な収集体
制を構築し、国と都道府県による海洋観測データ等の収集体制を維持するととも
に、資源動向の把握に必要な海洋環境を予測する手法の開発に取り組み、資源
評価等の精度の向上を図る。 2.8

1海洋の生態系や生物多様性の保全と漁業の持続的な発展の調和を図るべく、
海鳥、ウミガメ等の混獲の影響評価の実施や混獲回避技術の向上・普及を推進
するとともに、資源の保存・管理の手法の一つとして必要な日本型海洋保護区の
設定及び管理の充実や、水産資源の希少性評価に取り組む。 3.0 2.9 2.9
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3.2

3.0 2.9

1水産業を支える調査・研究、技術開発を充実するため、国、水産総合研究セン
ターを始めとする独立行政法人、都道府県の試験機関、大学、民間企業等の産
学官連携を図り、資源管理の推進、漁業振興、持続的な養殖、漁船の安全性の
確保等に関する研究・技術開発を効果的、効率的に推進する。また、海洋モニタ
リング等の基礎的な調査・研究を着実に推進する。

3.2 3.2

1我が国の領海及び排他的経済水域において、外国漁船の違法操業が悪質化、
巧妙化しているため、監視・取締体制を強化する。

3.5 3.1 3.2

1資源管理のルールの遵守を担保し、資源管理の効果を上げるため、違反操業
の効率的な監視・取締りを実施する。

2.8

2.8

イ 漁場の生産力の増
進等

1水産資源の育成と持続可能な利用を図るべく、生物相、海洋環境、漁場利用形
態の変化に対応しつつ沖合漁場整備や藻場・干潟の保全造成を推進し、生態系
全体の生産力を底上げする。また、ノリの色落ち対策として、必要な栄養塩を供
給できるレベルに漁場の水質を維持・管理する手法の開発等に取り組む。 3.2 3.3

2.8

3.2

1水産業・漁村の多面的機能を発揮するため、漁村の豊かな地域資源を活用し
た様々な取組を推進し、漁村の活動の増進、漁村の魅力の向上を図る。

2.8 2.8

２ 海洋環境の保全等

（１）生物
多様性の
確保等の
ための取
組

ア 生物多様性保全の
ための戦略的取組

1生物多様性国家戦略2012-2020に従い、生物多様性の保全及び持続可能な利
用に向けた取組を推進するとともに、愛知目標達成に向けた我が国の取組を着
実に推進する。

2.8

1関係府省連携の下、生物多様性条約（CBD）等の国際約束、国連持続可能な
開発会議（RIO+20）成果文書等を適切に実施する。

2.6 2.5 2.6

2.8

イ 生物多様性の保全
上重要な海域の抽出
等

1生物多様性の保全の観点から生態学的・生物学的に重要な海域を平成25年度
までに抽出し、抽出された海域を踏まえ、海域ごとの生態系の特性や社会的・経
済的・文化的な要因も考慮しつつ、海洋保護区の設定や管理の充実、海洋保護
区のネットワーク化を推進する。 2.7 2.0

1生態系の特性に応じた生物多様性を確保する観点から、サンゴ礁生態系保全
行動計画等の生態系の特性に応じた行動計画を実施する。特に東アジア地域で
のサンゴ礁の保全を推進するため、国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI）の枠組み
の下、「ICRI東アジア地域サンゴ礁保護区ネットワーク戦略2010」を引き続き実施
する。

3.2 2.8

2.5

1海洋生物多様性の保全に関する施策の立案や着実な実施等を図るため、平成
28年度を目途に、海洋生物の絶滅のおそれの度合いを評価し希少な海洋生物
に関する情報を整備する。また、絶滅のおそれのある海鳥の保護増殖を実施す
る。 2.9 2.5 2.8

3.1

平均点
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2.5

2.4

ウ 海洋保護区の設定
の適切な推進及び管
理の充実

1海洋保護区を、海洋生物多様性の保全及び生態系サービスの持続可能な利
用を目的とした手法の一つとして、平成32年までに沿岸域及び海域の10％を適
切に保全・管理することを目標に、関係府省連携の下、その管理の充実を図ると
ともに、海洋保護区の設定を適切に推進する。 2.8 1.8

2.0 2.4

1海洋保護区を資源の保存管理の手法の一つとして、その設定や管理の充実を
推進し、海洋の生態系及び生物多様性の保全と漁業の持続的な発展の両立を
図る。

2.5 2.0

1国立・国定公園への指定、拡張を進めるとともに、優れた海中・海上の景観を有
する国立・国定公園の海域については、海域公園地区として指定する。

2.9 3.0 2.9

1持続可能な利用を目的とした我が国の海洋保護区の在り方について、日本型
海洋保護区として国内外への理解の浸透を図る。

2.5

エ 多様な生態系を育
む場としての取組

1水質の浄化、生物多様性の確保、水産資源の育成及び海域の持続可能な利
用を図るべく、藻場、干潟、サンゴ礁等の適切な保全・造成を推進する。

3.1 2.3 2.9

（２）環境
負荷の低
減のため
の取組

ア 地球環境変動への
取組

1地球温暖化に伴う海水温の上昇、大陸氷床融解等による海面水位の上昇、海
洋の酸性化による海洋生態系への影響等を把握するため、高精度な海洋観測
を継続して実施する。また、これらの変動や変化を再現・予測するための数値モ
デルの高度化に取り組み、海洋環境に与える影響評価に関する研究を推進す
る。

3.5 3.5 3.5

3.4

1地球規模での環境問題解決のため、アルゴ計画、全球海洋観測システム
（GOOS）、国際海洋炭素観測調整計画（IOCCP）、全球海洋各層観測調査プログ
ラム（GO-SHIP）、全球地球観測システム（GEOSS）10年実施計画等に参画し、
国内外の関係機関と連携の下、海洋観測を含む地球環境変動研究を推進す
る。また、国際的な地球観測計画の策定・実施や地球温暖化に関する科学的・
技術的・社会経済的な評価を政策決定者等に提供する気候変動に関する政府
間パネル（IPCC）の活動に積極的に貢献する。

3.5 3.8 3.6

1漂着ごみの実態把握及び対策の検討を進めるとともに、地方公共団体による
海岸漂着物の処理や、海岸漂着物を含めた廃棄物の処理に必要な廃棄物処理
施設の整備を支援する。また、海岸管理者が行う流木等の緊急的な処理を支援
する。

1海洋環境の国際的な連携・協力体制の強化を図るため、国連環境計画
（UNEP）が進める「地域海行動計画」の一つである北西太平洋地域海行動計画
（NOWPAP）や、東アジア海域環境管理パートナーシップ（PEMSEA）、地球海洋
アセスメント（GMA）等への支援等を行う。 3.4 3.3

イ 沿岸域等における
取組

1広域的な閉鎖性水域である東京湾、伊勢湾、瀬戸内海等において、第７次水質総量削減（平成26年
度）及び次期総量削減目標量達成に向けた取組を実施し、水質総量削減を進めるとともに、汚濁負荷
削減対策、環境改善対策、環境モニタリング等を実施し「全国海の再生プロジェクト」を推進する。ま
た、瀬戸内海については、中央環境審議会答申「瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境
保全・再生の在り方について」を踏まえ、「瀬戸内海環境保全特別措置法」（昭和48年法律第110号）に
基づく基本計画を変更する。有明海・八代海等については、環境悪化の原因・要因究明、再生像及び
再生手順を検討するとともに、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律」（平
成14年法律第120号）に基づく審議の促進を図る。

3.3 3.0 3.2

3.0 2.5

2.9 3.3 3.0

1災害からの海岸の防護に加え、海辺へのアクセスの確保等利用者の利便性、
優れた海岸景観や生物の生息・生育環境等の保全に十分配慮した上で、海岸
保全施設等の整備に取り組む。

2.4
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3 6 1 7

4 1 2 3

1 0 1 1

2 8 0 8

3 1 1 2

4 1 2 3

1河川を通じて海域に流入するごみ等の削減を推進するため、いわゆるポイ捨て
を含む不法投棄の防止や河川美化等の取組を強化する。

2.6 2.7 2.6

1陸域から流入する汚濁負荷を削減するため、下水道等汚水処理施設の整備や
高度処理の導入を進める。

2.9 3.3 3.0

ウ 海洋汚染の防止 1「ロンドン条約96年議定書」により「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
律」が改正され、廃棄物の海洋投入処分が原則禁止となったことを受け、新たに
導入された許可制度について、適切に運用するとともに、法令の遵守に係る適
切な監視・モニタリング方法を開発する。 2.8 3.3 2.9

1国際海事機関（IMO）の海洋環境保護委員会（MEPC）などで扱われる「海洋汚
染防止条約（マルポール条約）」等の国際約束を遵守する観点から、船舶からの
油、有害液体物質及び廃棄物の排出並びに廃油処理施設の確保など、適切な
対応を図るとともに、バラスト水管理条約の発効に向けた準備を行う。 2.9 3.3 3.0

1油、有害液体物質等による「海洋汚染に関する国家緊急時計画」等に基づき、
油等防除活動等を効果的に行うための沿岸海域に係る環境情報の整備、油防
除・油回収資機材の整備、関係機関に対する研修・訓練の実施、油汚染事故発
生等の損害補償に的確な対応を図るなど、流出油等の防除体制を充実する。ま
た、安全な船舶航行を実現するため、船舶事故等で発生する流出油の回収を実
施する。さらに、我が国へ入港する外航船舶に対して、油汚染事故損害への的
確な対応を図る。

3.0 3.3 3.1

エ 放射線モニタリング 1海洋における放射線モニタリングについて、関係府省・機関の連携の下、海水、
海底土、海洋生物のモニタリングを引き続き実施する。

3.0 3.5 3.1

1東京電力福島第一原子力発電所事故に係るモニタリングについては、総合モ
ニタリング計画に沿って、関係機関連携の下、同発電所近傍海域や沿岸海域、
沖合海域、外洋海域における、海水、海底土、水産物及び海洋生物に含まれる
放射性物質の濃度の測定を実施する。また、陸地から河川を通じて海へ流出し
た放射性物質の経路も考慮し、モニタリングの充実・強化を図る。さらに、これら
モニタリングの結果、必要となる対策を実施する。

3.5 3.5 3.5

2.7 3.0

1海底下二酸化炭素回収貯留については、事業者が実施する環境影響評価の
結果の妥当性を適正に判断するため、日本近海における生態系及び海水と底
質の化学的特性の調査を実施する。

2.3 3.0

2.8

1海運における省エネ及び温室効果ガス排出量を削減するため、船舶の革新的
省エネ技術等の研究開発・普及促進、革新的な省エネ型海上輸送システムの実
証及び普及促進を行うとともに、優れた環境性能を有する天然ガスを燃料とした
船舶の早期実用化、普及促進に取り組む。 2.7 3.3 2.9

1港湾における温室効果ガス排出量を削減するため、陸上輸送から海上輸送へ
のモーダルシフトを促進するとともに、港湾活動に使用する荷役機械等の省エネ
ルギー化、再生可能エネルギーの利活用、二酸化炭素の収入源拡大等の取組
を進めるなど、港湾における低炭素化施策を総合的に推進する。

2.5

オ 海洋分野での温室
効果ガス排出削減に
向けた取組
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Point 専門家 N 関心 N 全体

1 1 0 2

2 1 0 1

3 0 1 4

4 0 4 5

1 2 0 3

2 0 1 3

3 0 1 1

4 0 3 5

1 0 0 1

2 0 0 1

3 1 3 6

4 1 2 4

1 0 0 1

2 1 2 5

3 1 1 2

4 0 2 4

1 0 0 0

2 1 0 3

3 1 1 4

4 0 4 5

1 0 0 0

2 1 1 3

3 1 1 5

4 0 3 4

1 0 0 1

2 2 1 4

3 0 1 4

4 0 4 4

1 0 0 0

2 1 1 5

3 1 2 5

4 0 3 3

Point 専門家 N 関心 N 全体 N

1 0 0 0

2 0 2 2

3 1 2 5

4 1 1 2

1 0 0 0

2 0 1 2

3 0 3 4

4 2 1 3

３ 排他的経済水域等の開発等の推進

（１）排他
的経済水
域等の確
保・保全等

1我が国の大陸棚延長申請に対する大陸棚限界委員会の勧告内容を踏まえ、勧
告が先送りされた海域について早期に勧告が行われるよう引き続き努力するな
ど、大陸棚の限界の設定に向けた対応を適切に推進する。

1.5 3.7 3.0

1東シナ海等においては、排他的経済水域等について、我が国と外国の主張が
重複する海域が存在することに伴う問題に対応し、国際法に基づいた解決に向
けて全力を尽くし、排他的経済水域等における我が国の権益を確保する。東シ
ナ海資源開発に関する平成20年６月の日中両政府の合意は、その実施に必要
な国際約束締結交渉が平成22年９月以降中断されており、我が国としては、平
成20年６月の合意が早期に実施されるよう、あらゆる機会を通じて、中国側に対
して交渉の早期再開を働きかけていく。

1.0 3.2 2.7

1排他的経済水域等の根拠となる低潮線の保全のため、低潮線保全法及び低潮
線保全基本計画に基づき、低潮線保全区域内の海底の掘削等の行為規制を行
うとともに、低潮線の状況を把握するため、船舶、ヘリコプター等を活用した巡
視、空中写真の周期的な撮影、衛星画像等を活用した調査を実施する。 3.5 3.2 3.1

（２）排他
的経済水
域等の有
効な利用
等の推進

1広大な排他的経済水域等の有効な利用や、海洋産業の振興と創出を図るた
め、海域の特性に応じて、水産資源の持続的利用の確保、海洋エネルギー・鉱
物資源の開発の推進、海洋再生可能エネルギーの利用促進等に取り組む。

2.5 2.8 2.8

（３）排他
的経済水
域等の開
発等を推
進するた
めの基盤・
環境整備

1海洋資源の開発・利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域においても安
全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）において輸送や
補給等が可能な活動拠点を整備する。

2.5 3.7

2.0 3.1

1排他的経済水域等の開発、利用、管理等の円滑な推進に必要となる基盤情報
を整備するため、海洋調査を推進するとともに、海洋情報の一元化と公開に取り
組む。

2.5 3.2 3.1

3.2

3.0

1排他的経済水域等の開発等を推進するため、海域の開発等の実態や今後の
見通し等を踏まえつつ、管理の目的や方策、取組体制やスケジュール等を定め
た海域の適切な管理の在り方に関する方針を策定する。当該方針に基づき、総
合海洋政策本部において、海洋権益の保全、開発等と環境保全の調和、利用が
重複する場合の円滑な調整手法の構築、海洋調査の推進や海洋情報の一元
化・公開等の観点を総合的に勘案しながら、海域管理に係る包括的な法体系の
整備を進める。

2.5 3.1

1排他的経済水域等における我が国の主権的権利を侵害する行為の防止等を
図るため、外国海洋調査船等による鉱物資源の探査や科学的調査の実施等に
ついて、関係省庁が相互連携し、適切に対応する。

3.1

４ 海上輸送の確保

（１）安定
的な海上
輸送体制
の確保

1日本商船隊の国際競争力の確保及び安定的な国際海上輸送の確保を図るた
め、日本籍船及び日本人船員の計画的増加に取り組む我が国の外航海運事業
者に対し、トン数標準税制の適用等を実施し、日本船舶と日本船舶を補完する
準日本船舶合わせて450隻体制の早期確立を図るとともに、日本人外航船員の
数を平成20年度から10年間で1.5倍に増加させるための取組を引き続き促す。

3.5

2.8

2.8

2.8

1公平な条件下で競争を行う環境整備として、交渉参加国が高いレベルの自由
化約束を行うことを目指し、世界貿易機関（WTO）や経済連携協定（EPA）等にお
ける海運サービス分野の交渉に取り組む。

4.0 3.0

平均点

平均点
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1 0 0 0

2 1 1 2

3 0 3 5

4 1 1 3

1 0 0 0

2 0 1 2

3 2 1 3

4 0 2 2

1 0 0 0

2 0 1 1

3 1 2 4

4 1 2 5

1 0 0 0

2 0 2 2

3 1 3 5

4 1 0 2

1 0 0 0

2 0 2 2

3 0 2 4

4 2 1 3

1 0 0 0

2 1 1 3

3 0 3 4

4 1 1 2

1 0 0 0

2 0 1 2

3 1 3 5

4 1 1 2

1 0 0 0

2 1 1 2

3 0 3 5

4 1 1 2

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 2 5

4 1 3 5

1 0 0 0

2 0 1 2

3 2 3 6

4 0 1 1

1 0 0 0

2 0 1 2

3 2 3 6

4 0 1 1

3.0 3.1

1内航海運の安定的な輸送を確保するため、国際的な慣行となっているカボター
ジュ制度を維持するとともに、老齢船の代替建造、船舶管理会社を活用したグ
ループ化を促進する。

3.0 3.3 3.0

1近年注目されている北極海航路の活用の可能性について、関係国との協議等
を進めるとともに、海運事業者や荷主等と連携し、航路が開く可能性、技術的課
題、経済的課題等を検討する。

3.0

（２）船員
の確保・育
成

1外航・内航海運のニーズに応じた即戦力・実践力を備えた船員を養成するため
①海運事業者が運航する船舶の活用による、より実践的な乗船訓練を可能とす
る社船実習の拡大及び内航海運への導入、②内航船の運航実態に即した実践
的な乗船訓練を可能とする内航用練習船の導入を進めるなど、船員教育の更な
る質の向上に取り組む。

3.5 3.2

1船員教育の環境を改善するため、現役船員による実践的な講義の実施や人事
交流を通じた現場の知識・経験を教育に取り込むなど、船員の確保・育成に関わ
る国、船員教育機関及び海運事業者等関係者間での連携を強化する。

4.0 2.8

3.4

3.1

1高齢化の進展等に伴う内航船員の不足に対応するため、就業体験を実施する
など、国と内航海運事業者等の関係者とが連携して若年者の志望を増加させる
ための取組を推進する。また、計画的に新人船員の確保・育成に取り組む事業
者を支援する。 3.5 2.6 3.0

（３）海上
輸送拠点
の整備

ア 経済・産業・生活を
支える物流基盤の整
備

1我が国全体と地域の経済・産業・生活を物流面から支えるため、国際海運ネット
ワークにおける拠点としての国際海上コンテナターミナル、迅速かつ低廉な輸送
物流体系を構築するための複合一貫輸送ターミナル、地域の産業の特性や輸送
ニーズに応じた内貿ターミナル等の整備を推進するとともに、これらへのアクセス
道路網を整備する。

3.0 3.0

1港湾の整備を効率的に実施するため、沿岸域において波浪観測及び潮位観測
を行うとともに、沖合においては、地震発生時に津波観測にも資するGPS波浪計
を用いた観測を行う。

3.6

1我が国と北米・欧州等を直接結ぶ国際基幹航路を維持・拡大するため、国際コ
ンテナ戦略港湾（阪神港、京浜港）において、ハブ機能強化に向けたコンテナ
ターミナル等のインフラ整備、フィーダー輸送網強化による貨物集約、港湾運営
の民営化など、ハード・ソフト一体となった総合的な施策を集中して実施し、その
機能強化を図る。

3.5

2.9

3.5

3.0 3.0

1資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現を目指し、我が国の産業
競争力の強化、雇用の創出及び所得の海外流出防止の観点から、大型船の入
港を可能とする拠点となる港湾の確保や企業間連携の促進を図り、国全体とし
て効率的かつ安定的な海上輸送ネットワークを形成する。 3.0 3.0 3.0

1港湾において、民間の知恵・資金等を活用するため、官民連携（PPP）を活用し
た施設の整備・運営に関する検討を推進する。

3.0 3.0 2.9

3.5

1輸出入及び港湾関連手続を効率的に実施するため、電子処理システムの機能
を改善するなど、利用者の更なる利便性向上に取り組む。

3.0 3.0 2.9
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1 0 0 0

2 1 0 2

3 1 3 5

4 0 1 1

1 0 0 0

2 2 0 3

3 0 3 4

4 0 1 1

Point 専門家 N 関心 N 全体 N

1 0 0 0

2 0 1 1

3 1 2 3

4 1 4 6

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 3 4

4 1 4 6

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 3 4

4 1 3 5

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 2 3

4 1 4 6

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 3 4

4 1 4 5

1 0 0 0

2 0 1 1

3 1 2 3

4 1 4 5

1 0 0 0

2 0 1 1

3 1 2 3

4 1 3 4

1 0 0 0

2 0 0 0

3 1 2 3

4 1 5 7

1 0 0 0

2 0 1 1

3 1 1 2

4 1 4 5

イ 循環型社会に対応
した拠点整備

1循環資源の物流ネットワークを形成するため、広域流動の拠点となる港湾をリ
サイクルポート（総合静脈物流拠点港）に指定し、循環資源を取り扱う岸壁等の
港湾施設の確保や運用等の改善を図るとともに、民間企業等によって設立され
たリサイクルポート推進協議会との連携を推進する。 2.5 3.3 2.9

1港湾の整備に伴うしゅんせつ土砂や循環利用できない廃棄物等について、可
能な限り減容化するとともに、最終的に処分するための海面処分場を計画的に
整備する。特に、大阪湾圏域の廃棄物は大阪湾内の海面処分場で広域処理し、
首都圏の建設発生土は港湾建設資源の広域利用促進システムの活用により、
全国の用地造成等に用いる。

2.0 3.3 2.8

５ 海洋の安全の確保

3.5 3.5 3.6

3.5 3.63.6

3.4

（１）海洋
の安全保
障や治安
の確保

ア 周辺海域の秩序の
維持

1我が国周辺海域における広域的な常時監視体制や遠方・重大事案への対応
体制の強化に努める。特に、領海等においてやむを得ない理由なく停留・はいか
い等を行う外国船舶に対しては、国内法に基づき、適切に対処する。また、島嶼
部における情報収集・警戒監視体制を整備するとともに、海上保安体制の強化
に努める。

1海上保安庁の巡視船艇・航空機及び自衛隊の艦艇・航空機等の計画的な整備
を進め、持続的な活動を確保するとともに、要員の確保に努める。また、不審船・
工作船対応能力を維持・向上するため、不審船対応訓練を継続的に実施すると
ともに、情報収集分析体制の強化を図る。

1自衛隊と海上保安庁との連携体制の強化に努めるとともに、我が国周辺海域
における情勢に対し、政府が一体となって対応できるよう、現場・中央を含め、情
報収集・警戒監視等で得られた情報の迅速な共有等による関係省庁の連携体
制を強化する。

1周辺海域を航行する船舶の動静を把握するため、関係行政機関等が保有する
船舶の航行情報を一元的に管理・提供する枠組み、衛星を利用した海洋監視の
在り方など、船舶動静把握の在り方について検討する。

イ 海上犯罪の取締り 1海上犯罪を未然に防止するため、引き続き監視・取締りを行う。特に、国内密漁
事犯・外国漁船による違法操業、海域への廃棄物の投棄などの海上環境事犯に
対する監視・取締り、薬物・銃器等の密輸・密航事犯の取締り・水際阻止に引き
続き取り組む。

1治安を確保するための体制充実の観点から、関係機関間での連携の強化、海
上保安庁の巡視船艇・航空機及び警察用船舶等の整備を実施する。

1我が国の沿岸や離島の安全を確保するため、治安維持活動に従事する要員の
増員、装備資機材等の整備、海上保安庁・警察等の円滑かつ緊密な情報共有
等による連携体制の構築等を、より一層着実に推進する。また、密航監視哨しょ
うを効果的に運用するほか、沿岸警備協力会と連携して各種対策に取り組む。

ウ 海賊対策等 1国際社会と連携し、ソマリア沖・アデン湾での海賊対策を引き続き実施するとと
もに、海賊多発海域における日本籍船において、小銃を用いた警備を実施する
ことができる等の特別の措置について、その取組を推進する。また、国連ソマリ
ア沖海賊対策コンタクト・グループ（CGPCS）等を通じて、関係国との連携の強化
を図る。さらに、ソマリア及びソマリア周辺国の海上保安機関の能力向上及び海
賊訴追・取締能力向上のため、国際機関を通じた支援及び二国間での支援を引
き続き実施する。
1航行援助施設の運用・整備に関する協力及び人材育成、アジア海賊対策地域
協力協定（ReCAAP）に基づく海賊情報の共有等を通じて、マラッカ・シンガポー
ル海峡等における海賊対策、航行安全対策を実施する。
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1海上におけるテロ対策として、関係機関が連携し、テロ関連情報の収集・分析、
我が国に入港する船舶の安全確認、出入管理情報システムの推進、水際におけ
るテロ対策、臨海部の原子力発電所、石油コンビナート等の危険物施設及び米
軍施設等の重要施設に対する監視警戒を適切に実施するとともに、核燃料輸送
船に対する警備体制の強化を図る。

1貨物検査法による措置の実効性を確保するため、関係行政機関と合同訓練等
を実施するなど、緊密な連携を図る。

1海上輸送による大量破壊兵器の拡散を阻止するため、 「拡散に対する安全保
障構想（PSI）」に基づく海上阻止訓練等へ積極的に参加する。また、海上でのテ
ロ行為の防止及び海上輸送による大量破壊兵器の拡散の防止に関し、公海上
における船舶上での大量破壊兵器の使用や船舶によるこれらの兵器の輸送等
の抑止・取締方法について、国際的な動向を踏まえつつ検討を行う。

（２）海上
交通にお
ける安全
対策

ア 船舶の安全性の向
上及び船舶航行の安
全確保

1船舶海難等の発生を未然に防止し、海運業における輸送の安全を確保するた
め、海運事業者の経営トップから現場まで一貫した安全管理体制の構築を目指
す運輸安全マネジメント制度を促進するとともに、従来からの監査業務や安全評
価手法の開発等も併せて実施する。

1国際機関での協議を通じ、船舶の設計、建造、運航、解体に関わる各種の基準
の策定と不断の見直しを行うとともに、検査の確実な実施、外国船舶の監督
（PSC）や、海上安全の啓発等に取り組む。

1安全かつ安定的な海上輸送を確保するため、我が国の国際・国内海上輸送
ネットワークの根幹を形成している開発保全航路について、国が一体的に開発、
保全及び管理に取り組む。

1船舶交通の安全と運航効率の向上を図るため、航行船舶の指標となる航路標
識について、視認性、識別性を向上する等の高度化に取り組むとともに、整備等
を推進する。

1電子海図・航海用刊行物を活用した船舶交通の安全性を向上するため、国際
水路機関（IHO）における国際基準策定に積極的に参画し、利便性の高い航海安
全情報の提供方法を検討するとともに、電子海図の情報充実と高機能化に取り
組む。

1海況に関する情報を海洋速報により提供するほか、狭水道における潮流の観
測体制及び情報提供体制を強化する。

1社会的影響が著しい大規模海難の発生を防止するため、海上交通センター等
による航行船舶の安全に必要な情報提供、船舶に対する指導等を行う。また、こ
れらを適切かつ効果的に実施するため、同センターの機能充実を図る。

1民間団体・関係行政機関と緊密に連携し、海難防止思想の普及・海難防止に関
する知識の向上等を図るとともに、あらゆる機会を通じて法令順守・安全運航の
徹底を指導するなど、海難防止対策を推進する。
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イ 海難救助体制及び
事故災害対策の強化
等

1海難救助等に迅速かつ的確に対応するため、巡視船艇・航空機の高性能化、
装備・資機材、訓練・研修の充実による救助・救急能力の強化、漂流予測の精度
の向上等に取り組み、海難救助体制の充実・強化を図る。また、民間救助組織と
の連携を図るとともに、近隣国の捜索救助機関との協議・訓練を定期的に実施
し、連携を強化する。

1船舶火災や船舶に起因する海洋汚染、海上災害の被害を局限化するため、排
出油防除体制及びその他防災体制の向上に努めるとともに、対応資機材の整
備、合同訓練を実施する。

1効果的な排出油防除措置のため、沿岸海域の環境情報を示した脆弱沿岸海域
図の整備、衛星画像を活用したモニタリングの整備、沿岸海域環境保全情報の
インターネットによる提供（CeisNet）、関係機関との連携強化等を推進する。

1重大な海難事故が発生した場合、発生原因やメカニズムの究明のための調査・
分析を行い、安全基準や運航管理体制の改善等、再発防止のための対策の立
案を進める。

（３）海洋
由来の自
然災害へ
の対策

1日本列島周辺海域における地震及び津波の発生予測や被害予測を行うため、
地震及び津波に関する調査・観測体制の強化や、観測網の整備を行うとともに、
活断層や地質に関する情報の整備に取り組む。

1「津波防災地域づくりに関する法律」等に基づき、海岸保全施設等の整備や津
波防護施設の新設・改良等のハード施策と津波災害警戒区域等の指定、津波
ハザードマップの作成・見直し、津波防災総合訓練の実施などのソフト施策を組
み合わせた多重防御による津波防災地域づくりを推進する。

1東日本大震災を踏まえ、港内における船舶の津波等に対する安全対策を検討
し、港則法による避難の勧告等を効果的に運用するとともに、港則法の特定港
等に設置されている津波対策協議会による港内船舶の避難基準、避難時期の
設定等の対策に取り組む。

1今後予想される南海トラフ巨大地震等の地震・津波被害の防止・軽減を図るた
め、海岸堤防等の耐震化、水門等の自動化・遠隔操作化、海岸防災林の整備等
を進めるとともに、緊急物資輸送のための耐震強化岸壁の整備等を推進する。
また、津波が天端を越流した場合であっても、施設の効果が粘り強く発揮できる
ような海岸堤防、防波堤等の整備を推進する。

1津波・高潮・波浪等の災害から人命や財産を守るため、海岸保全施設等の整備
を推進するとともに、国土保全の観点から、侵食対策を実施する。また、施設の
老朽化対策調査を実施し、維持管理・更新を適切に行い、施設の信頼性を確保
する。

1東京湾、大阪湾、伊勢湾の三大湾を始めとする全国沿岸の都市、漁村の防災
機能の強化、物流機能の維持・継続を図るため、人口・機能が集積する三大湾
の港湾における発生頻度の高い津波を超える津波を想定した防護水準の確保
の検討、岸壁、臨港道路の耐震化、アクセス道路の耐震化・多重化、避難路・避
難施設の整備、オープンスペースの確保、航路機能の確保、コンビナートの防災
強化等を進めるとともに、基幹的広域防災拠点の管理等を適切に行う。

1大規模自然災害が発生又は発生する恐れがある場合、被災地方公共団体等
が行う被害状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大防止、被災地の早期復旧
及びその他災害応急対策に対する技術的な支援を行うため、緊急災害対策派
遣隊（TEC-FORCE）を派遣する。
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1大規模災害時の輸送等に重要な役割を果たす内航海運について、地方公共団
体と事業者等が連携して、緊急輸送活動等に船舶を活用するための環境整備を
進める。

1船舶、沿岸の安全を確保するため、海洋気象観測船、漂流型海洋気象ブイ、沿
岸波浪計、潮位計、衛星等を用いた観測、解析を通じた地域特性の把握及び地
域特性を踏まえた高潮・波浪モデル等の予測技術の改良等を行い、高潮・高波
に関する防災情報の提供等を引き続き実施するほか、海上予報・警報の発表、
気象無線模写通報（JMH）等を実施するとともに、台風予報の精度の向上に取り
組む。

1高潮・高波等による浸水被害の軽減や国土保全等に資するため、潮位の継続
的な監視、調査、予測及び情報発表を行うとともに、その精度の向上に取り組
む。また、地球温暖化に伴う海面上昇に対する適応策を検討する。

６ 海洋調査の推進

3.5 3.3

1海上交通の安全を確保するため、「海洋速報」として海況情報をインターネット
で提供するとともに、船舶交通が輻輳する狭水道における潮流の観測体制と情
報提供体制を強化する。

ア 海洋調査の戦略的
取組

1海洋調査を実施している機関間での連携を強化し、海洋調査を効率的に実施
するとともに、調査成果の相互利用の促進や、海洋データの利便性向上を図る。

1海洋調査の基盤となる海洋調査船、有人・無人調査システム等を着実に整備
するとともに、新たな調査機器の開発、新技術の導入を推進する。

1地球温暖化、気候変動、海洋酸性化等の地球規模の変動の実態を把握するため、世界気象機関
（WMO）、ユネスコ政府間海洋学委員会（UNESCO/IOC）等が進める国際的な海洋観測計画に参加
し、海洋調査船による高精度かつ高密度な観測を実施するとともに、中層フロート等の自動観測シス
テムの活用や水中グライダー等の最新技術の導入を進め、海水温、塩分、温室効果ガス濃度等の観
測を着実に実施する。また、数値モデルを高精度化する等により、気候変動、海洋酸性化、海況（海
水温、海流、海氷）等の実態把握とその予測精度の向上を図るとともに、情報内容の充実に取り組
む。さらに、これらの成果の幅広い利用を促進するため、「海洋の健康診断表」等での情報公開に取り
組む。

イ 海洋調査の着実な
推進

1海洋資源の開発、海洋権益の保全及び海洋の総合的管理に必要となる基盤
情報を整備するため、海底地形、海洋地質、地殻構造、領海基線、海潮流等の
調査を引き続き実施する。

1我が国周辺海域における海洋環境保全対策を効率的かつ効果的に実施する
ため、油分、重金属、内分泌かく乱物質等の陸上・海上起因の汚染物質の海洋
環境への影響を把握するとともに、バックグラウンド数値の経年変化を把握す
る。また、海域における放射性物質のモニタリングを実施する。

1東日本大震災に伴い発生した津波による廃棄物の海上流出や油汚染及び東
京電力福島第一原子力発電所からの放射性物質の漏出等による海洋環境への
影響を把握するため、引き続き有害物質及び放射性物質に関するモニタリング
を実施する。

1閉鎖性海域の海洋環境モニタリングとして、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海にお
ける水質調査を実施し、陸域から流入する化学的酸素要求量（COD）、窒素及び
リンの負荷量を把握する。また、海洋環境整備船による水質調査や海洋短波
レーダーによる流況観測等を実施するとともに、国及び地方公共団体が実施し
た環境調査データを収集・共有する海域環境情報データベースの充実を図る。

（１）総合
的な海洋
調査の推
進

1衛星を利用したリモートセンシング技術を活用し、より効果的な海洋環境モニタ
リング手法の開発を進めるとともに、環日本海海洋環境ウォッチシステムを運用
し、水温、植物プランクトン濃度等の観測データを提供する。
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1海難事故の発生した際の巡視船や航空機による捜索救助活動や流出油の防
除活動を迅速かつ的確に実施するため、関係府省連携の下、海象データの不足
海域の解消、データを管理するシステムの強化、予測モデルの改良等による漂
流予測手法の改善を進め、漂流予測を正確に行う。

1水循環変動観測衛星（GCOM-W）や陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）等の衛
星による海氷観測データを活用し、北極海航路における船舶の航行安全のため
の海氷速報図作成等に係る利用実証を行う。

1プレート境界域における海溝型巨大地震の発生メカニズム解明や地震・津波の
発生予測に資する基礎情報を収集・整備するため、海底地殻変動観測、GPSを
利用した地殻変動観測、海底変動地形調査、音波探査、津波地震性堆積物調
査、地震断層の掘削調査等を実施する。

1東北地方太平洋沖地震の震源域周辺で発生する津波の早期検知等による津
波防災の観点から、東北地方の太平洋側の沖合に設置したブイ式海底津波計
による津波観測を実施する。

1港湾内の船舶の避難等の津波対策及び地方公共団体による津波ハザードマッ
プ作成に活用するため、海底地形データを収集・整備するとともに、津波防災情
報図の整備を推進する。

1火山噴火予知に資する基礎情報を収集・整備するため、南方諸島及び南西諸
島の海域火山を中心に航空機や衛星画像の活用等による定期的な監視、海洋
調査船による海底地形、地質構造、海上重力及び地磁気の調査を実施する。

（２）海洋
に関する
情報の一
元的管理
及び公開

1海洋情報の利便性向上を図るため、政府が行う海洋調査についてその収集・
管理・公開に関する共通ルールを策定する。

1国及び地方公共団体による海洋調査で得られた情報を始め、国等が海洋政策
を進める上で収集・整備した海洋情報について、一元的に管理・公開を行い、海
洋政策の効率的な推進と産業活動への利用促進を図る。

1関係機関の協力の下、日本海洋データセンター（JODC）において各種海洋情
報の収集・管理・提供を実施するとともに、海洋情報クリアリングハウス を引き続
き運用し、その充実を図る。

1海洋情報の利用促進等の観点から、様々な海洋情報を可視化し情報の選択や
重ね合わせ等を可能とする海洋台帳の充実と機能強化に取り組む。
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1海洋情報の収集と解析処理のための共通プラットフォームの整備・運用を進
め、都道府県等の地域レベルでの利用を含め、海洋情報の利用促進を図る。ま
た、広く一般への情報提供の観点から、海洋科学技術に関する資料を広く収集・
整理するとともに利便性を高める。

７ 海洋科学技術に関する研究開発の推進等

ア 地球温暖化と気候
変動の予測及び適応
に関する研究開発

1海洋と大気の相互作用、海洋の循環やそれに伴う熱輸送・炭素循環、海洋が
吸収する二酸化炭素の増加に伴う海洋の酸性化や、それによる海洋生態系へ
の影響などを解明するための観測、調査研究等を強化する。

1地球温暖化と長期的な気候変化の不確実性の定量化を進めるとともに、気候
変動に係るリスク評価の基盤となる情報を収集・整備する。また、地球温暖化と
長期的な気候変化への適応策を講じていくため、都道府県等の地域レベルでの
影響評価が可能となるように、数値モデルを改良するとともに、各地域のニーズ
に応じた観測、調査研究等を充実させる。

1北極域、黒潮流域など、我が国の気候への影響が大きいと考えられる地域や、
南大洋を含む南極域等における観測、調査研究等を推進する。特に、北極域の
観測、調査研究等については、近年、地球温暖化に伴う北極海氷の融解によっ
て北極海航路の利用に関する世界的な関心が高まっていることなども踏まえて
行う。

イ 海洋エネルギー・鉱
物資源の開発に関す
る研究開発

1広域科学調査により、エネルギー・鉱物資源の鉱床候補地推定の基礎となる
データ等を収集するため、海底を広域調査する研究船、有人潜水調査船や無人
探査機等のプラットフォーム及び最先端センサー技術を用いた広域探査システ
ムの開発・整備を行うとともに、鉱床形成モデルの構築による新しい探査手法の
研究開発を推進するなど、海洋資源の調査研究能力を強化する。

1我が国の領海、排他的経済水域等を対象に、地質学、地球物理学的な調査研
究を実施し、基礎となる海洋地質情報の整備、海洋エネルギー・鉱物資源の成
因や生成条件、各種含有元素の起源等の解明を通じて、資源のポテンシャルを
明らかにするよう取り組む。

1海洋エネルギー・鉱物資源の開発に当たっては、我が国の広範な産業界の知
見を結集して、取り組むよう努める。海底熱水鉱床やコバルトリッチクラスト等の
海洋鉱物資源開発について、対象鉱物ごとのプロジェクトの進捗を踏まえつつ、
共通課題である「採鉱（集鉱含む）」、「揚鉱」及び「選鉱・製錬」等の生産技術の
研究開発を推進する。

ウ 海洋生態系の保全
及び海洋生物資源の
持続的利用に関する
研究開発

1海洋生物資源の持続的な利用の観点から、海洋生態系の構造と機能及びその
変動の様子を総合的に理解するための研究開発を推進するとともに、海洋生態
系の保全に必要な海洋生物の生物学的特性や多様性に関する情報の充実を図
る。

1増養殖に関する新たな生産技術等の研究開発、海洋生物を新たな有用資源と
して活用するための研究開発を推進し、新たな産業の創出に寄与する。

1東日本大震災により激変した海洋生態系の回復状況を把握するため、大学や
研究機関等によるネットワークを形成し、東北太平洋沖における海洋生態系の
調査研究を行う。また、同海域の海の資源を利用して新産業を創出することを目
指した技術開発を行い、被災地域の復興に寄与する。さらに、放射性物質のモニ
タリングや海洋生物への取り込み等を把握するため、放射性物質の海中への拡
散に関する調査を長期的・継続的に行う。

エ 海洋再生可能エネ
ルギーの開発に関す
る研究開発

1洋上風力発電の実用化と導入拡大のため、技術開発及び実証を推進する。ま
た、専用船等のインフラや、基盤情報など、洋上風力発電の普及のための基盤
整備を推進する。

1「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、東北沿岸において波力発電
システム及び潮流発電システムの実証実験を行い、特に東北沿岸の自然条件
下で成立する高効率・高信頼性・低コストの革新的発電システムの確立の基盤と
なる研究開発を推進する。また、沖縄においては、その地理的特徴をいかした海
洋エネルギーの発電技術の開発に取り組む。

オ 海洋由来の自然災
害に関する研究開発

1海域の地震・津波を、稠密な観測点により、精度高く早期に観測し、警報の高度
化や発生メカニズムの解明を行うため、地震・津波のリアルタイム観測が可能な
海底観測網を、日本海溝沿い及び南海トラフ沿いに重点的に整備する。また、日
本海側も含め、日本列島周辺海域における地震及び津波の発生予測や被害予
測に関する調査研究を行い、それらに基づく防災・減災対策の研究を行う。

（１）国とし
て取り組
むべき重
要課題に
対する研
究開発の
推進
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1地球表層から地球中心核に至る固体地球の諸現象について、その動的挙動に
関する基礎的な研究を行うことにより、海洋プレートの運動によって引き起こされ
る地震・火山活動の原因、島弧・大陸地殻の進化、地球環境の変遷や海底下の
構造等に関する知見を蓄積するとともに、地震・津波・火山活動等のモデル化と
予測・検証を行う。

（２）基礎
研究及び
中長期的
視点に
立った研
究開発の
推進

1独創的で多様な基礎研究を広範かつ継続的に推進するための取組を強化し、
人類共通の知的資産の創造や重厚な知の蓄積の形成を図る。

1海洋及び地球並びにそれらに関連する分野の統合的な理解、解明など、新た
な知のフロンティアの開拓に向けた科学技術基盤を構築するため、観測、調査研
究、解析等の研究開発を推進する。

1海底の活発な熱水活動域、生物の多様性豊かなサンゴ礁、世界有数の流れの
強い海流である黒潮に囲まれるなど、海洋研究に適した位置にある沖縄におい
て、ゲノム科学や情報科学などの最先端研究分野を積極的に取り入れつつ、国
際的に卓越した海洋分野の教育研究拠点の一つのハブとするようなネットワーク
を形成する。

1有用資源の開発や確保に向けた海洋探査及び開発技術、各種ブイや水中グラ
イダーに搭載する生物化学センサー技術など、海上、海中、海底及び海底下の
地殻内を含む多様な海洋空間の調査等に必要な機器や基盤技術の開発を推進
する。

1地震や津波等の早期検知に向けた稠密観測・監視・情報伝達技術、海底ケー
ブルを利用した長期観測プラットフォーム技術など、プレート境界域における地震
等の地殻変動の把握や、海中及び海底における深海底環境変動の継続的な観
測等に必要な基盤技術の開発及び応用を推進する。

1巨大地震発生メカニズムの解明、海底下地下生命圏の探査や機能の解明、将
来的なマントル掘削の実施に向け、超深部海底下地層掘削のための基盤技術
の着実な開発を推進する。

1産業への応用展開や国際展開も見据え、国家存立基盤に関わる技術など、基
盤的技術の開発に継続して取り組む体制の整備を図る。

イ 長期的な観測の実
施

1国際的な海洋観測計画及び海洋情報交換の枠組みに参画し、長期的・継続的
に海洋の観測、調査研究等を実施するとともに、観測データの交換及び共有に
取り組む。

（３）海洋
科学技術
の共通基
盤の充実
及び強化

ア 世界をリードする基
盤的技術の開発
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ウ プラットフォームの
整備・運用

1観測結果に基づく成果を飛躍的に向上するため、係留・漂流ブイ、船舶、衛星
等の異なる手法で得られた観測データの統合（データ同化）を推進する。

1水温、塩分、海流、波高、海上の風や降水といった基本要素の時系列データを
リアルタイムに発信する定点観測ステーションや、海洋調査船、観測ブイ等によ
る現場観測、衛星観測等を組み合わせた統合的な観測システムの開発を推進
する。

1国、独立行政法人等が有する船舶、有人・無人深海調査システム、スーパーコ
ンピュータ等の施設・設備等について、性能を十分に発揮できるよう計画的に代
替整備や老朽化対策等を進める。また、新たな観測、調査研究等の推進に向
け、共同利用を前提とした新たな施設・設備等の整備や革新的な解析技術等の
開発に取り組む。

1研究機関、大学等が所有する船舶等の共同利用を推進するとともに、限られた
研究基盤のより有効な活用方策について検討を進める。

（４）宇宙
を活用し
た施策の
推進

1海水温、海流、海氷等の海況監視、漁業者に対する漁場情報の提供、海洋上
を含む地球規模の温室効果ガスの観測や気候変動予測等の分野において、衛
星情報の利用を引き続き推進する。

1関係府省等が連携・協力して、船舶自動識別装置（AIS）受信機を搭載した衛星
による外洋海域を含む船舶航行状況を把握するための実証実験や、北極海航
路における船舶の航行安全のための海氷速報図作成に係る実証実験等を行う
など、海洋の開発及び利用、海洋の安全の確保、海洋の総合的管理等における
衛星情報の新たな利用の可能性と方策について、国内外の衛星インフラの整備
状況を踏まえつつ、検討を行う。

８ 海洋産業の振興及び国際競争力の強化

（１）経営
基盤の強
化

ア 海運
業・造船
業・インフ
ラシステム

①受注力
の強化

1我が国造船・舶用工業の受注力を強化するため、新たな船舶の排ガス規制に
対応して、船舶からの二酸化炭素、排出ガス（NOxやSOx）等の環境負荷低減や
船舶の安全確保に取り組む。

1産学官連携の下、高付加価値船の技術開発を推進し、我が国造船業・舶用工
業・海洋資源関連産業の国際競争力の強化に寄与する。

1海外に展開する生産拠点からの投資収益を増進するため、当該拠点における
人材育成を促進する。

1我が国造船・舶用工業の強みを更にいかすための企業環境を整備するため、
各国の公的輸出信用機関の融資条件を規定している経済協力開発機構
（OECD）船舶セクター了解の改定を含め、造船市場の活性化に向けた投融資の
促進に向けた取組を推進する。

2.3 3.1 2.7

2.6 2.9 2.8

2.6 2.9 2.7

2.1 3.0 2.7

2.9 3.3 3.1

2.7 3.1 3.0

2.0 3.3 2.9

2.0 3.2 2.7

1.0 2.8 2.4

1.5 2.7 2.4

平均点

17
－ 30 －



1 1 0 1

2 1 3 6

3 0 2 3

4 0 1 1

1 1 0 1

2 1 2 5

3 0 3 4

4 0 1 1

1 2 0 2

2 0 3 5

3 0 2 3

4 0 1 1

1 1 0 1

2 1 1 4

3 0 4 5

4 0 1 1

1 0 0 0

2 2 1 5

3 0 4 6

4 0 1 1

1 2 0 2

2 0 2 3

3 0 3 5

4 0 1 1

1 1 0 1

2 1 2 5

3 0 2 3

4 0 2 2

1 0 0 0

2 2 3 8

3 0 1 1

4 0 2 2

1 2 0 2

2 0 3 6

3 0 1 1

4 0 2 2

1 0 0 0

2 0 2 4

3 1 2 4

4 0 1 2

1 0 0 0

2 1 0 1

3 0 4 6

4 0 1 3

②新市場・
新事業へ
の展開支
援

1国際競争力を有する我が国の内航輸送サービスのハード・ソフトについて、パッ
ケージ化したシステムとして提供するなど、海外の物流事業者と連携するビジネ
スモデルの実現可能性及びアジア等内航海運の成長市場に対する効果的な海
外売船システムの構築を行うための方策を検討する。

1我が国造船業・舶用工業の新市場・新事業への展開を図るため、政府開発援
助（ODA）、国際協力銀行の融資等も活用しつつ、トップセールスの展開や構想
段階からのプロジェクトへの参画、新興国における船隊整備、海洋開発等の新た
な市場の獲得等に向けた取組を支援する。

1日本の港湾関連技術や経営ノウハウを活用し、官民連携によるインフラシステ
ムの海外展開を推進し、高質かつ安定的な国際物流ネットワークの構築を図る。

③公正な
競争条件
の確保等
の推進

1健全な造船市場の構築や公正な競争条件の確保等のため、OECD造船部会に
おいて、造船主要国（日本、韓国、欧州等）間での政策レビュー、造船市場にお
ける市場歪曲措置の精査等を実施する等の政策協調を行うとともに、更に効果
的に実施するため、OECD非加盟国に対して、加入に向けた働きかけを推進す
る。

1我が国海運・造船業が得意とする省エネ・省CO2船舶の普及を促すため、国際
海運分野の温暖化対策として、IMOにおける船舶の燃費規制に関する条約の着
実な実施とともに、経済的手法（燃料油課金制度等）の導入に関する条約づくり
を主導する。

1国際海運市場における競争の激化を踏まえ、諸外国の外航海運政策の動向を
注視しつつ、我が国海運にとっての国際的な競争条件の均衡化のための施策に
継続的に取り組む。

④構造改
革支援

1我が国造船業における合併、統合等に向けた動きに対し、必要に応じ、産業活
力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法等を活用した支援を講ず
る。

1内航海運活性化のため、老齢船の代替建造、船舶管理会社を活用したグルー
プ化を促進する。

1上記施策を行うことにより、造船業、内航海運業に対する投融資に向けた企業
環境を改善する。

イ 水産業 ①消費者
の関心に
応え得る
水産物の
供給や食
育の推進
による消
費拡大

1「魚離れ」の進行に伴う水産物消費の減退に歯止めをかけるため、関係者が連
携して水産物の消費拡大に取り組む。

1HACCP（危害分析・重要管理点）等の衛生管理の徹底による安全な水産物の
提供、食の簡便化等食生活の変化に対応した水産物の提供など、消費者ニーズ
に即した水産物の生産・流通体制への転換に取り組むとともに、水産物を含む栄
養バランスのとれた食生活の実現に向けて食育を進める。

1.5 2.7 2.4

1.5 2.8 2.5

1.0 2.7 2.3

1.5 3.0 2.5

2.0 3.0 2.7

1.0 2.8 2.5

1.5 3.0 2.5

2.0 2.8 2.5

1.0 2.8 2.3

3.0 2.8 2.8

2.0 3.2 3.2

18
－ 31 －



1 0 0 0

2 1 3 6

3 0 1 2

4 0 1 2

1 0 0 0

2 1 2 4

3 0 2 5

4 0 1 1

1 0 0 0

2 0 2 4

3 1 2 4

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 0 1

3 1 4 7

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 0 1

3 1 4 7

4 0 1 2

1 0 0 0

2 1 1 4

3 0 3 5

4 0 1 1

1 0 0 0

2 1 1 4

3 0 3 6

4 0 1 1

1 0 0 0

2 0 1 3

3 1 3 6

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 1 4

3 1 3 6

4 0 1 1

1 0 0 0

2 1 1 3

3 0 2 5

4 0 2 3

1 0 0 0

2 1 1 4

3 0 2 3

4 0 2 4

②漁業経
営の体質
強化及び
国際競争
力の強化

1水産資源管理に取り組む漁業者と漁場改善に取り組む養殖業者に対し、資源
管理・収入安定対策を適切に実施し、年ごとに収入の変動が大きい漁業者・養
殖業者の収入の安定化を図る。

1漁業においてはコストに占める燃油費の割合が高く、養殖業においてはコスト
に占める配合飼料費の割合が高いことから、燃油費及び配合飼料費の負担を軽
減する価格高騰対策を適切に実施する。

1収益性の高い漁業を育成するため、漁船漁業における収益性を重視した操業・
生産体制の導入、省エネ・省人型の代船取得、生産活動の協業化、経営の共同
化等の漁業改革推進集中プロジェクトを推進する。

1収益性の高い養殖業を育成するため、養殖における魚種の多様化や収益性を
重視した養殖生産体制の導入、生産活動の協業化、経営の共同化等の先駆的
な取組を促進する。

1輸出の促進や輸入水産物に対する我が国水産物の国際競争力の強化と消費
者に信頼される水産業づくりの実現を図るため、水産物の生産から陸揚げ、流
通・加工までの一貫した供給システムを構築するなど、生産コストの縮減や鮮度
保持対策、衛生管理対策に重点的に取り組む水産物の流通拠点となる漁港へ
の重点化を図る。

③漁船漁
業の安全
対策の強
化

1漁船の海難事故を防止するため、気象・海象に応じた的確な出港判断や安全
な操船・操業等に関する普及啓発活動を推進するとともに、ライフジャケットの着
用を促進する取組を強化する。

④担い手
の確保・人
材育成と
女性の参
画の促進

1漁業未経験者が、将来の漁業の担い手としての新規就業を促進するため、漁
業への就業情報の提供や現場での研修に取り組む。

1水産業及びその関連分野の人材確保のため、水産業において指導的役割を果
たす人材を育成する独立行政法人水産大学校や、水産に関する課程を備えた
高校・大学において、実践的な専門教育の充実を図る。

1漁業士や漁協青壮年部で中核となって活動を行う者等の漁村地域のリーダー
の育成とそれらのリーダーシップによる意欲的な取組を推進するとともに、普及
指導員による先進的な担い手への相談・支援を実施する。

1漁獲物の加工・販売や漁村コミュニティにおける様々な取組の中心となる女性
の活動を促進する。

⑤漁業の
発展及び
水産業・漁
村の多面
的機能の
発揮

1生態系全体の生産力を底上げし、水産資源の育成と持続可能な利用を図るた
め、漁場の水質を維持・管理する手法の開発等を進めるとともに、海洋の生態系
や生物多様性の保全と漁業の持続的な発展との両立を図る。
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1漁村の活力の増進、漁村の魅力を向上させるため、水産物のみならず景観や
伝統行事、地域に根付いた漁業や養殖そのもの等の漁村の豊かな地域資源を
活用した取組を推進する。

1水産業・漁村の持つ水産物の供給以外の多面的な機能が将来にわたって発揮
されるよう、多面的機能の発揮の促進、水揚げによる陸から海への物質循環の
補完、国境監視・海難救助による国民の生命・財産の保全、保健休養・交流・教
育の場の提供等を、関係府省等が連携して総合的に支援する。

⑥水産物
の安定供
給の基盤
となる漁
港施設の
保全・強化

1東日本大震災からの復興として、被災地域の水産業の早期復興を図るため、
漁業と流通・加工を始めとする関連分野と一体的に再建し、被災地を新たな食料
供給地域として再生するための取組を推進する。

1水産物を安定的に提供可能とする漁港機能を適切に保全するため、既存の漁
港施設の計画的な補修・改修に取り組む。

（２）新たな
海洋産業
の創出

ア 海洋資
源開発を
支える関
連産業

①海洋資
源開発関
連産業の
育成

1沖合大水深下での石油・天然ガス等の開発プロジェクトについて、今後導入が
本格化すると見込まれる浮体式液化天然ガス生産貯蔵積出設備や、洋上の生
産設備に人や物資を効率的に輸送するために必要となる洋上ロジスティックハブ
の実現に向け、海運業・造船業等と連携しつつ、必要な技術開発や人材育成、
安全評価要件の策定、巨大な資源開発プロジェクトへの参入を実現する仕組み
の検討等を実施し、国際競争力を有する海洋資源開発関連産業の戦略的な育
成を行う。

②海洋エ
ネルギー・
鉱物資源
開発の産
業化

1我が国海洋資源開発関連産業の戦略的育成や同産業と既存の資源産業との
連携を通じ、世界に先駆け、海洋鉱物資源開発を産業化する。その際、国家存
立基盤に関わる技術とされている深海底探査・生産技術等の開発成果を活用
し、産業への応用展開を図る。

1メタンハイドレートの開発については、海洋産出試験の結果等を踏まえ、平成30
年度を目途に、商業化の実現に向けた技術の整備を行う。その際、平成30年代
後半に民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトが開始されるよう、国際
情勢をにらみつつ、技術開発を進める。

1海底熱水鉱床についての実海域実験も含めた継続的な技術開発を実施すると
ともに、取組の進ちょく状況を踏まえて、新たな技術的課題の解決について有力
な技術を有する民間企業を幅広く加えるなど、産業化の実現に向けた検討を推
進する。

③海洋再
生可能エ
ネルギー
開発の産
業化

1洋上風力発電の実用化・導入拡大や海洋エネルギー発電の要素技術の確立
や実証を通じた実用化を推進する。また、関連する作業船の実用化の推進や、
浮体式洋上風力発電施設に関する安全ガイドラインの策定等に取り組む。

イ 海洋情報関連産業
の創出

1海洋情報産業の創出を促進するため、提供内容、提供形態等の在り方につい
て検討を行い、その結果を踏まえ利便性の向上や多様な提供形態の実現等に
取り組むなど、海洋情報産業の創出に必要な環境整備を進める。

1我が国の技術により、海洋資源の開発等に必要となる機器開発を推進するとと
もに、海洋調査に民間企業が幅広く参画できる体制や海外展開に向けた検討を
実施するなど、海洋調査産業の振興を図る。
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ウ 海洋バイオを活用
した産業の創出

1海洋の未利用バイオマス資源の利活用を図るため、未利用バイオマス資源の
収集を推進するとともに、それらを活用した産業・工業利用、エネルギー・環境問
題の解決に向けた研究開発を実施する。特に、海底下微生物圏について、未知
の生命機能を探索し、有効利用につなげることを目指した研究開発を実施する。

1藻類による炭素固定技術及びオイル生産技術の研究開発を推進し、地球環境
問題の解決に貢献する。

エ 海洋観
光の振興

①地域資
源を活用
した海洋
観光の振
興

1瀬戸内海や離島において、魅力あふれる島々のネットワーク化等を通じて周
遊・滞在型観光を促進することにより、新しい旅行需要の拡大とともに島の地域
経済の活性化を図る。

1地方公共団体や地元観光事業者等との連携による地域の特性をいかしたイベ
ントの開催を支援するなど、海をテーマとした観光需要の喚起を図る。また、賑わ
いや交流を創出するみなとの施設「みなとオアシス」における住民参加による地
域活性化の取組を促進するとともに、災害発生時における防災拠点としての有
効活用を図る。

1エコツーリズム推進法（平成19年法律第105号）に基づき、エコツーリズムに取り
組む地域への支援、全体構想の認定・周知、技術的助言、情報の収集、普及啓
発広報活動等を総合的に実施する。また、エコツーリズムを通じた地域の魅力向
上のため、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材育成など、地域における
エコツーリズムの活動の支援を行う。

1再生可能エネルギー関連施設を活用した観光についても取組を行う。②アジア
からの訪日旅行の推進

1外航クルーズの普及・振興を目的に、関係者と協力・連携した外国人旅行者数
の拡大のための訪日プロモーションを促進し、これに伴い、訪日外国人旅行者の
出入国審査について、厳格化を維持しつつも、その円滑化・迅速化の推進に努
める。

1アジア諸国からの訪日旅行者の更なる増加に向け、我が国の観光の玄関口と
なる旅客船ターミナルや、荒天時にも大型旅客船等の安定的な入港を可能とす
る防波堤等を整備するなど、外航クルーズ船の日本寄港促進のための環境整
備を推進し、観光立国の実現を目指す。

②アジア
からの訪
日旅行の
推進

1外航クルーズの普及・振興を目的に、関係者と協力・連携した外国人旅行者数
の拡大のための訪日プロモーションを促進し、これに伴い、訪日外国人旅行者の
出入国審査について、厳格化を維持しつつも、その円滑化・迅速化の推進に努
める。

1アジア諸国からの訪日旅行者の更なる増加に向け、我が国の観光の玄関口と
なる旅客船ターミナルや、荒天時にも大型旅客船等の安定的な入港を可能とす
る防波堤等を整備するなど、外航クルーズ船の日本寄港促進のための環境整
備を推進し、観光立国の実現を目指す。
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９ 沿岸域の総合的管理

（２）陸域と
一体的に
行う沿岸
域管理

（１）沿岸
域の総合
的管理の
推進

1沿岸域の安全の確保、多面的な利用、良好な環境の形成及び魅力ある自立的
な地域の形成を図るため、関係者の共通認識の醸成を図りつつ、各地域の自主
性の下、多様な主体の参画と連携、協働により、各地域の特性に応じて陸域と海
域を一体的かつ総合的に管理する取組を推進することとし、地域の計画の構築
に取り組む地方を支援する。

ア 総合的な土砂管理
の取組の推進

1陸域から海域への土砂供給の減少や沿岸構造物による沿岸漂砂の流れの変
化等による国土の減少、自然環境への影響の軽減を図るため、砂防設備による
流出土砂の調節、ダムにおける堆砂対策やダム下流への土砂還元を進めるとと
もに、侵食海岸におけるサンドバイパスや離岸堤の整備等に取り組む。また、山
地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の取組を推進するため、関係機関が
連携し、土砂移動の実態把握や予測手法の向上を図るため、調査研究を進め
る。
1沖縄等における赤土等の流出を防止するため、沈砂池の整備による農地等の
発生源対策の強化、流出防止技術の研究開発等を推進する。

イ 栄養塩類及び汚濁
負荷の適正管理と循
環の回復・促進

1陸域から流入する汚濁負荷を削減するため、未普及地区での下水道等汚水処
理施設の整備や合流式下水道の改善を進めるとともに、農業用排水施設や河
川における水質浄化を推進する。

1生物多様性に富み豊かで健全な海域を構築する観点から、陸域と海域を含め
た流域全体の栄養塩類循環状況を把握し、それぞれの海域の状況に応じた栄
養塩類の円滑な循環を達成するための効率的かつ効果的な管理方策（海域ヘ
ルシープラン）の策定に向けた検討を行う。

1栄養塩類が過剰な海域においては、水質を改善するため、下水道等汚水処理
施設の整備や高度処理の導入を進めるとともに、関係機関連携の下、陸域と海
域が一体となった栄養塩類の循環システムの検討、構築を進める。また、栄養塩
濃度が環境基準を達成している海域においては、環境基準値の範囲内で栄養
塩濃度レベルを管理する新たな手法を開発しつつ、負荷量管理の事例を積み重
ねる。

ウ 生物及び生物の生
息・生育の場の保全と
生態系サービスの享
受への取組

1水質の浄化や生物多様性の確保の観点から、漁業者や地域住民等による高
度経済成長期以降大幅に減少した藻場、干潟､サンゴ礁等に対する維持管理等
の取組を支援する。

1里海ネットや里海づくりの手引書等を通じて、里海づくりに関する情報発信を行
う。また、東日本大震災により甚大な被害等を受けた海域においては、地域の意
向も踏まえ、海域再生へ向けた里海づくりを進める。

エ 漂流・漂着ごみ対
策の推進

1「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全
に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）」
（平成21年法律第82号）については、同法の附則に基づき、法律の規定について
検討を加え、平成25年度中に必要な措置を講ずる。

1海岸漂着物処理推進法を基に作成された地域計画に基づき実施されている海
岸漂着物の回収・処理、発生抑制策等の取組に対して、支援を実施する。1漂着
ごみの実態把握及び対策の検討を進めるため、漂着ごみの全国的な分布状況
や経年変化等を把握するためのモニタリング、代表的な地域における主要漂

着ごみの発生実態や流出状況等を追跡した原因究明調査、我が国から流出す
るごみの状況把握調査等に引き続き取り組む。また、海岸漂着物処理推進法の
附帯決議に基づき、漂流・海底ごみの状況把握、原因究明、対策手法等の検討
を進める。
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1河川を通じて海域に流入するごみ等を削減するため、いわゆるポイ捨てを含む
不法投棄の防止や河川美化等について、関係機関が連携して、国民への実態
の周知や意識の向上等の普及啓発、監視、取締り等の取組を強化する。

1地方公共団体による海岸漂着物の処理や、海岸漂着物を含めた廃棄物の処理
に必要な廃棄物処理施設の整備を支援するとともに、海岸管理者による緊急的
な流木等の処理を支援する。

1国外起因の廃ポリタンク等の海岸漂着物の実態を把握し、国内関係地方公共
団体への注意喚起を行うとともに、必要に応じて発生国への申入れを行う。

1日本海及び黄海における海洋環境の保全を目的としたNOWPAPへ参画すると
ともに、東・東南アジアの海域において海洋開発と海洋環境の保全と調和を目指
すPEMSEAへの支援を実施することにより、国際的な連携・協力体制の強化を図
る。

1海洋環境の保全を図るため、海面に浮遊するごみ、油の回収を実施する。

オ 自然に優しく利用し
やすい海岸づくり

1優れた自然の風景地について、自然公園として適切に保全を図る。

1災害からの海岸の防護に加え、海辺へのアクセスの確保等利用者の利便性、
優れた海岸景観や生物の生息・生育環境等の保全に十分配慮した上で、海岸
保全施設等の整備に取り組む。

1海辺の空間を有効活用した公園、緑地等の整備を推進する。

（３）閉鎖
性海域で
の沿岸域
管理の推
進

1汚濁負荷の再生産防止対策等を推進するため、下水道の高度処理を推進する
とともに、関係機関連携の下、生活排水、工場等事業場排水、畜産排水等の点
源負荷対策に加え、市街地、農地等の面源負荷対策、海域のヘドロ除去及び覆
砂を実施する。

1海水交換の悪い閉鎖性海域における富栄養化防止のため、窒素及びリンにつ
いて排水規制を実施するとともに、陸域からのCOD、窒素及びリンの負荷量の把
握や水質等の調査を実施する。

1「豊かな海」の創造に向け、関係者間の連携による推進体制の強化、環境モニ
タリング、情報共有システムの活用等の包括的な取組と、汚泥浚渫、浚渫土砂
等を有効に活用した干潟や藻場等の保全・再生・創出、覆砂、深掘跡の埋め戻
し、生物共生型港湾構造物の普及等の個別の取組を総合的に推進する。また、
海洋における炭素固定（ブルーカーボン）の研究を推進する。
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1広域的な閉鎖性水域である東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における水質総量削
減を進め、第７次水質総量削減（平成26年度）及び次期総量削減目標量達成に
向けた取組を実施する。

1瀬戸内海の更なる環境保全・再生のため、中央環境審議会答申「瀬戸内海に
おける今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方について」の環境保
全・再生の基本的考え方を踏まえ、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく基本
計画を変更する。

1有明海及び八代海等の再生の観点から、有明海及び八代海等に関わる環境
悪化の原因・要因究明、再生像及び再生手順を検討するために必要なデータの
収集等の体制を整備するとともに、有明海及び八代海等を再生するための特別
措置法に基づく審議の促進を図る。

1東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾においては、全国海の再生プロジェクトとし
て、国及び関係地方公共団体が連携して海の再生のための行動計画を策定し、
多様な主体との連携・協働の下、計画的、総合的に取組を推進する。

（４）沿岸
域におけ
る利用調
整

1沿岸域における地域の実態も考慮した海面の利用調整ルールづくりを推進す
る。また、地域の利用調整ルール等の情報へのアクセスを改善するとともに、海
洋レジャー関係者を始めとする沿岸域利用者に対する周知・啓発を進める。

1小型船舶の安全・環境対策として、小型船舶の海難等による死亡・行方不明者
の減少及び環境問題の解消・低減並びに健全な利用振興及び関連産業の活性
化を図る。また、小型船舶の利用適正化に向けた利用環境の整備を進めるた
め、「海の駅」の設置等を推進する。さらに、プレジャーボートの適正な管理を実
現させるため、係留・保管能力の向上と規制措置を両輪とした放置艇対策を推
進する。

3.0 3.3 3.1

3.0 2.7 3.2

１０ 離島の保全等

3.0 3.0 3.2

（１）離島
の保全・管
理

ア 排他的
経済水域・
領海等の
根拠とな
る離島の
保全・管理

①離島及
び低潮線
の安定的
な保全・管
理の推進

1離島における排他的経済水域等の根拠となる低潮線を保全するため、低潮線
保全法及び低潮線保全基本計画に基づき、低潮線保全区域内の海底の掘削等
の行為規制を行うとともに、低潮線の状況を把握するため、船舶、ヘリコプター等
を活用した巡視、空中写真の周期的な撮影、衛星画像等を活用した調査を実施
する。

1関係機関での共有を可能とする「低潮線データベース」を維持・更新し、低潮線
に関する各種情報を一元的に管理する。また、低潮線保全区域の重要性を周知
するため、看板の設置や啓発活動を実施するとともに、海岸保全区域についても
国土保全の観点から、低潮線と一体的に浸食対策や保全、維持管理を推進す
る。

1離島の地名等の国土情報について地方公共団体等への確認等を通じて情報
を更新する。特に、領海を根拠付ける離島の保全・管理の適切な実施及び国民
の理解を増進するため、付されている名称を確認し、不明確な場合には関係機
関間で協議の上、名称を決定し、地図・海図等での統一した名称の活用を図る。

1海洋資源の開発・利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域においても安
全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）において輸送や
補給等が可能な活動拠点を整備する。
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②離島に
おける安
全確保や
観測活動
の実施

1海上交通の安全確保の観点から、離島に設置されている灯台等の航路標識の
整備及び適切な維持管理を図る。

1台風、地震、津波等の自然災害による被害の防止・軽減の観点から、離島の気
象・海象観測施設等の整備及び適切な維持管理を進めるとともに、地上・高層の
気象観測、温室効果ガス、オゾン、日射放射等の観測を継続して実施する。

1海洋プレートの観測にも寄与する離島の位置情報基盤を整備する。

③離島及
び周辺海
域の自然
環境の保
全

1海洋によって他の地域から隔離され、独特の生態系が形成されている離島は、
人間の諸活動や外来種の侵入による影響を受けやすい脆弱な地域であることか
ら、これらの離島の貴重な生態系等を適切に保全、管理、再生するとともに、生
物多様性の確保に取り組む。

1海岸漂着物の処理、外来生物の防除及び伝染病の防疫に取り組むとともに、
生態系の維持又は回復を図る。

1藻場、干潟、サンゴ礁等が残る離島周辺の海域は、貴重な漁場であるため、漁
場環境の保全・再生及び漁場の整備を推進するとともに、漁業者や地域住民に
より行われる藻場、干潟、サンゴ礁等の維持管理等の取組を促進し、水産動植
物の生息・生育環境の改善や水産資源の回復を図る。

1優れた自然の風景地や海域景観、自然海岸等を保全するため、海岸の適正利
用、自然公園制度の適切な活用、赤土や栄養塩類等の陸域からの流出の低
減、市民と連携した清掃活動、不法投棄防止の普及啓発、漂流・漂着ごみや流
木の撤去及び島外への輸送や廃棄物処理施設の整備を推進する。

イ 我が国の安全保障
及び海洋秩序維持上
重要な離島に関する
取組

1我が国の安全保障及び海洋秩序維持の観点から、重要な離島及びその周辺
海域における監視・警戒を適切に実施する。

1南西諸島を含む島嶼部の防衛態勢強化に係る事業を推進し、南西地域を始め
とする我が国周辺における情報収集・警戒監視及び安全確保を図り、各種事態
生起時の対応に万全を期す。

1離島をめぐる情勢の変化を踏まえ、我が国の領域、排他的経済水域等の保全
等我が国の安全並びに海洋資源の確保及び利用を図る上で特に重要な離島
（いわゆる「国境離島」）について、その保全、管理及び振興に関する特別の措置
について検討を行い、その結果を踏まえ必要な措置を講ずる。

（２）離島
の振興

ア 交通通信の確保 1離島における流通の効率化に効果のある施設の整備や機材の導入を支援す
る。

4.0 2.7 3.1

3.0 2.7 2.8

2.0 3.0 3.1

3.0 3.0 2.8

3.0 2.7 3.2

3.0 3.0 3.4

3.0 3.0 3.2

3.0 3.0 2.9

25
－ 38 －



1 0 0 0

2 0 1 2

3 1 0 6

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 1 4

3 1 0 4

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 0 4

3 1 1 4

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 1 3

3 1 0 5

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 0 1

3 1 1 6

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 1 2

3 1 0 5

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 1 3

3 1 0 4

4 0 2 4

1 0 0 0

2 0 2 4

3 1 0 5

4 0 1 2

1 0 0 0

2 0 2 3

3 1 0 7

4 0 1 1

1 0 0 0

2 0 1 4

3 0 1 3

4 1 1 4

1 0 0 0

2 0 1 5

3 1 1 4

4 0 1 2

1離島住民の利便性の確保や地域資源を活用した海洋観光の振興等を図る観
点から、離島航路、離島航空路の安定的な確保維持を支援するとともに、安全
かつ安定的な輸送の確保のための離島ターミナルの整備を推進する。

1本土に比べ割高となっている離島の燃油価格の実質的な小売価格が下がるよ
う支援する。

1情報の流通の円滑化及び高度情報通信ネットワーク等の通信体系を整備する
ため、超高速ブロードバンドや携帯電話等のサービスの利用を可能とするため
の施設や伝送路の整備を支援する。

イ 医療介護の確保及
び教育文化の振興

1離島等のへき地における医療を確保するため、地域の実情に応じたきめ細か
い支援体制を整備し、必要な医師等の確保、定期的な巡回診療、医療機関の協
力体制の整備を図る。

1離島に住む妊婦が、その島を離れて妊婦健診・分娩する際の経済的負担の軽
減を図る。

1高校未設置の離島に住む高校生が、高校進学のために島外に通学又は居住
する際の経済的負担の軽減を図る。

ウ 離島における産業
の振興等

1離島における地域活性化を推進し、定住を促進するため、海上輸送費の軽減
等戦略産業の育成による雇用拡大等の取組、観光の推進等による交流の拡大
促進の取組、安全・安心な定住条件の整備強化等の取組を支援する。

1離島の水産業・漁村が発揮する多面的機能の維持・増進を図るため、漁業再
生活動への支援を通じて離島の基幹産業である漁業の再生に取り組むととも
に、農林漁業者等の６次産業化を推進するため、新商品開発や販路開拓などの
積極的な取組を促す環境づくり等を支援する。

1離島の産業の振興を図るための計画を策定している市町村における製造業、
旅館業、情報サービス業等の用に供する機械等の新増設を促進する。

1エネルギーの安定的かつ適切な供給及び環境負荷の低減を図る観点から、離
島の自然的特性をいかした再生可能エネルギーの利用を促進する。

1地域の創意工夫をいかした振興を図るため、離島特区制度について総合的に
検討する。
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3.1

エ 基盤の整備 1離島の産業振興の基盤となる道路、港湾、農林水産基盤等や定住環境の向上
のための生活基盤の整備を推進する。

１１ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進

3.0 3.0

（１）海洋
の秩序形
成・発展

1海洋の秩序の形成・発展に貢献するため、海洋に関する種々の国際約束等の
策定等に積極的に取り組む。また、排他的経済水域等に関し我が国と相手国の
主張が重複する海域があることにより生じている問題について、我が国の権益を
確保し、周辺海域の秩序をより安定したものとするため、国際法に基づいた解決
に向けて全力を尽くす。

1国連海洋法条約その他の国際約束等を適切に実施するため、国際連合等にお
ける海洋に関する議論に積極的に対応するとともに、IMO等における海洋に関す
る国際約束等の策定や国際的な連携・協力に主体的に参画する。

1海洋の秩序の形成・発展に貢献するため、国際法を始めとする国際ルールに
のっとり、海洋に関する紛争の解決を図る。また、国際司法機関等第三者機関
の積極的な活用を重視すべきという考え方を、我が国のみならず、各国も共有す
ることを促進するとともに、国際海洋法裁判所等の海洋分野における国際司法
機関の活動を積極的に支援する。

2.7

（２）海洋
に関する
国際的連
携

1海洋に関する国際的な枠組みに積極的に参加し、国際社会の連携・協力の下
で行われる活動等において主導的役割を担うよう努める。特に、経済的側面を
含む我が国の安全の確保の基盤である長大な海上航路における航行の自由及
び安全を確保するため、ASEAN地域フォーラム等様々な場を積極的に活用し、
関係各国と海洋の安全に関する協力関係を強化するとともに、協力の具体化を
進める。

1北太平洋海上保安フォーラム、アジア海上保安機関長官級会合等の多国間会
合や、インド、韓国、ロシア等との二国間会合を通じ、関係国海上保安機関との
連携を深める。また、NOWPAPやPEMSEA等への参画等を通じて、関係諸国と海
洋環境に係る国際的な連携・協力体制を強化する。

1マグロ類を始めとする国際的な水産資源の適切な保存管理を推進するため、
各地域漁業管理機関において、我が国のリーダーシップによる科学的根拠に基
づく議論を主導する。

1船舶の解体及び再生利用（シップリサイクル）に係る安全確保及び環境保全に
ついて、新条約の早期発効に向けた各国による環境整備等を推進する。

1米国等に漂着しており、引き続き漂着する可能性も指摘されている東日本大震
災起因の洋上漂流物の漂流予測を実施し、関係国への適切な情報提供を行うと
ともに、当該問題に取り組む民間団体への支援を行う。平成25年度までは、漂流
予測を実施し関係国へ情報発信を行い、平成26年度以降は、漂着の状況及び
専門家の意見も踏まえ適切に対応していく。

1ソマリア沖・アデン湾での海賊対策を国際社会と連携して引き続き推進する。海
上でのテロ行為の防止及び海上輸送による大量破壊兵器の拡散防止のための
体制を整備する。また、PSIに基づく海上阻止訓練等へ積極的に参画する。

1海上でのテロ行為の防止及び海上輸送による大量破壊兵器の拡散の防止に
関し、「海洋航行不法行為防止条約2005年改正議定書」等を早期に締結する。
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1沿岸国の主権を尊重しつつ、締約国が海賊に関する情報を共有し、海賊対策
についての協力を強化する等を内容とするReCAAPの下での活動等を支援する
とともに、関係各国の参加を促進する。

1北極評議会における我が国のオブザーバー資格承認の実現に向けて、政府一
体となって努力する。

1日本海の名称をめぐる問題に関し、日本海の名称が当該海域の国際的に確立
した唯一の名称であることについて、国際社会及び国民に正しい理解を広げる
べく努める。

（３）海洋
に関する
国際協力

ア 海洋調査・海洋科
学技術

1地球温暖化や海洋酸性化等の地球規模の問題に対応していくため、WMO、
UNESCO/IOC等が実施する国際的な海洋観測計画やデータ交換の枠組み等に
引き続き参画・貢献する。

1近年、世界的に関心が高まっている北極海や、太平洋・インド洋系の海洋と大
気の変動が環境に及ぼす影響評価を視野に入れた海洋観測研究を推進するた
め、科学技術協力協定等に基づく二国間協力を含め、国内外の関係機関と連携
した海洋観測に関する国際協力を推進する。

1我が国の地球深部探査船「ちきゅう」と欧米の掘削船を国際的に共同利用する
統合国際深海掘削計画（IODP）に、引き続き積極的に参画するとともに、日米欧
だけでなくアジア大洋州諸国等を加えた協力体制を構築する。

イ 海洋環境 1生物多様性を保全する観点から、サンゴ礁や広域を移動する動物等の保護に
関し、国際協力の下で、海洋環境生物圏の調査・研究を行う。

1世界閉鎖性海域環境保全会議（EMECS）等の国際会議において、我が国の水
質総量削減制度や里海づくり等の環境保全施策の情報発信を行う。また、アジ
ア諸国の水質汚濁問題に貢献するため、水質総量削減制度導入指針を活用し
た情報発信等を行い、その導入を支援する。

1太平洋島嶼国等との間で、島の保全・管理、周辺海域の管理、漁業資源の管
理、気候変動への対応など、我が国の島と共通の問題の解決に向けて連携・協
力を推進する。

ウ 海洋の治安対策・
航行安全確保

1「マラッカ・シンガポール海峡協力メカニズム」の下で実施されるプロジェクトのう
ち、航行援助施設の整備に関する協力や、航行援助施設の維持管理に係る人
材育成を推進するとともに、同メカニズムを有効に機能させ、マラッカ・シンガ
ポール海峡における航行安全・環境保全対策の充実が図られるよう、利用国、
利用者等に幅広く参加を働きかける。

1関係国の海賊への対応能力向上に向けた支援を実施するとともに、アジア各
国の海上保安機関等と密輸・密航取締り、テロ対策等について連携・協力を推進
する。
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1港湾保安に関する国際連携を強化するため、能力向上支援、共同訓練の実施
等を推進する。

1「アジア人船員国際共同養成プログラム」等を通じて、諸外国における船員の資
質向上に貢献する。また、世界海事大学等を通じて、諸外国における海事関係
者の資質向上に貢献する。

エ 防災・海難救助支
援

1我が国の優れた防災技術を、アジアを始めとする災害に脆弱な国に対して周
知・普及活動を行う。特に、地球温暖化に伴い一層深刻化する津波、高潮・高波
等による災害を防止するため、アジア・太平洋地域等への高潮・高波予測情報
の提供、技術的助言、情報ネットワーク活動の支援等を推進する。

1アジア環太平洋地域等における防災・減災のため、地震・津波等のモデル化と
その予測・検証に取り組むとともに、津波災害が懸念される諸外国への津波情
報の迅速な提供等を継続する。

1効率的かつ効果的な海難救助を実施するため、各国との間で情報交換・合同
訓練等により連携・協力を強化する。

１２ 海洋に関する国民の理解の増進と人材育成

3.0

（１）海洋
に関する
教育の推
進

1小学校、中学校及び高等学校において、学習指導要領を踏まえ、海洋に関す
る教育を充実させる。また、それらの取組の状況を踏まえつつ、海洋に関する教
育がそれぞれの関係する教科や総合的な学習の時間を通じて体系的に行われ
るよう、必要に応じ学習指導要領における取扱いも含め、有効な方策を検討す
る。

1海洋関連の副教材の作成を促進する。また、海洋に関する教育の実践事例集
や手引きなどの指導資料の作成、教員研修の充実等を通じ、教育現場が主体的
かつ継続的に取り組めるような環境整備を行う。

1海洋に関する教育の総合的な支援体制を整備する観点から、学校教育と水族
館や博物館等の社会教育施設、水産業や海事産業等の産業施設、海に関する
学習の場を提供する各種団体等との有機的な連携を促進する。

1海洋に係る夢を抱き、感動を覚えるなど、海洋の魅力を実感できるよう、学協会
等との協力の下、アウトリーチ活動を重視した取組等を推進する。

（２）海洋
立国を支
える人材
の育成と
確保

ア 特定分野における
専門的人材の育成と
確保

1海洋や水産に関する教育を行う高等学校において、現場実習等を通じた実践
的な教育を促進するとともに、実習船等の着実な整備を引き続き推進する。
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1高等専門学校や海洋系・商船系・水産系の大学・大学校において、海洋・海事・
水産の分野における専門的な人材を育成する。また、水産業及びその関連分野
における人材を確保するため、将来の担い手の漁業への参入促進、実践的な専
門教育の充実、女性の参画の促進等を図る。さらに、日本人船員を計画的に確
保するため、退職海上自衛官等が船員として就業するための環境整備を引き続
き行う。

1中長期的な観点から今後発展が期待できる海洋に関する産業分野の人材や技
術の専門家を養成・確保するため、産業界や国の関係機関等における技術開発
と大学等における教育・研究が連動して一体的に行われる取組を推進する。

1国際的な研究プロジェクトにおいてリーダーシップを発揮できる研究者を養成す
るため、異分野の研究者が国際的な環境の下で研究を進めることが出来るよう
な機会の確保と拡大を図る。

イ 海洋に関する幅広
い知識を有する人材
の育成と確保

1大学及び大学院の学生の海洋に関わる理学・工学・農学等の基礎的な能力を
培うとともに、若手研究者の自発性・独創性を伸ばしていくため、大学や研究機
関等における海洋分野の基礎的・先端的な研究を推進する。

1大学等において、学際的な教育及び研究が推進されるようカリキュラムの充実
を図るとともに、産業界等とも連携しながらインターンシップ実習の推進や、社会
人再教育等の実践的な取組を推進する。

1IMO、UNESCO/IOC、大陸棚限界委員会、国際海洋法裁判所等の海洋分野の
国際機関に、引き続き我が国からの人的貢献を行う。

ウ 地域の特色をいか
した人材の育成

1地域の特色をいかした多様な知的海洋クラスターの創出や、地域に根ざした海
洋産業の創出等の観点から、様々な制度を通じて、地域における産学官連携の
ネットワークづくりを推進する。

1海洋に関する学部等を持つ大学が、それぞれの教育理念に基づき、各地域に
おいて特色ある教育研究を行うため、練習船、水産実験所、臨海実験所等の共
同利用を推進する。

（３）海洋
に関する
国民の理
解の増進

1海洋に関する国民の理解と関心を喚起するため、国民の祝日である「海の日」
制定の意義に鑑み、「海の日」や「海の月間」等の機会を通じて、練習船等の一
般公開、各種海洋産業の施設見学会や職場体験会、海岸清掃活動、海洋環境
保全、海洋安全、沿岸域についての普及啓発活動、マリンレジャーの普及や理
解増進等の多様な取組を、産学官等で連携・協力の下、実施する。

1海洋分野における普及啓発、学術推進、研究、産業振興等において顕著な功
績を挙げた個人・団体に対して、海洋立国推進功労者表彰を継続的に実施す
る。

1国民が海洋に触れ合う機会を充実する観点から、豊富な魚介類、優れた海岸
景観、歴史・文化等に培われた風土、マリンレジャーに適した海洋空間等、地域
それぞれが有する資源をいかした海洋観光等の取組を推進し、地域振興に寄与
する。
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1海洋国家である我が国の歴史・文化を知る上で重要な文化遺産である水中遺
跡について、観光資源等としての活用を考慮しつつ、遺跡の保存や活用等に関
する調査研究を進める。

1海洋に関する様々な情報をメディアやインターネット等を通じて分かりやすく発
信する。

第３部 海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

１ 施策を効果的に推進するための総合海洋政策本部の見直し

2.2 2.8

（前文） 今後、海洋産業の振興と創出 、海洋調査の推進等の諸課題について重点的に
取り組むこととするが、これに当たっては、従来以上に、関係行政機関のみなら
ず産業界、大学等の関係者が適切に連携・協力しながら、我が国全体で総合
的・戦略的に取り組んでいくことが重要となる。また、近年の海洋をめぐる社会情
勢等の急速な変化等に対応して、海洋に関する重要な施策 の企画立案を適切
に行っていくことも必要となる。

さらに、海洋基本計画に掲げる諸施策 を実施し、海洋立国日本の目指すべき姿
を実現していくためには、本計画策定後、各施策 についての工程表の作成とこ
れに基づく事業等の計画的な実施、総合的な戦略の策定とこれに基づく事業等
の総合的な実施、必要となる法制度の整備等の具体的な取組を進めていくとと
もに、実施状況等の評価に基づき、選択と集中を図りながら、また、事業等の重
複を排除しつつ、効果的にこれを進めていくことが重要である。

このような観点から、総合海洋政策本部の総合調整機能及び企画立案機能が
十分に発揮されるよう、幅広い分野の有識者から構成される 参与会議 及び事
務局について以下の取組を行う。

2.0 2.5 2.8

1.5

（１）参与
会議の検
討体制の
充実

1海洋基本計画に掲げる諸施策の実施状況等を定期的にフォローアップし、その
実施状況等を評価する。また、特に重要と考えられる施策については、社会情勢
の変化等も踏まえつつ重点的に検討する。これらの評価・検討を行った上で、新
たに必要と考えられる措置等について総合海洋政策本部長に提案する。また、
これらの評価・検討が可能となるよう、必要に応じプロジェクトチーム等を設置し、
参与以外の幅広い関係者の参画も得ながら、テーマごとに集中的に評価・検討
できる体制とする。

（２）事務
局機能の
充実

1今後重点的に推進すべき海洋産業の振興及び創出等の諸課題に取り組むた
め、総合海洋政策本部事務局において、関係行政機関（海洋施策以外の分野に
係る行政機関を含む。）や産業界等との連携を強化する。また、例えば新たに民
間や関係行政機関から出向等した職員が中心となって特定の重要課題につい
ての総合調整等を行えるようにするなど、こうした機能を十分に発揮できる体制
とする。

1海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためには、施策に関わる
国、地方公共団体、海洋産業の事業者、大学・研究機関等が相互に連携を図り
つつ、それぞれの役割に応じて積極的に取り組むことが重要である。

1地方公共団体は、国と地方の役割分担の下、地域の実態や特色に応じて、海岸等にお
ける漂着ごみの処理に努める等の良好な海洋環境の保全、地域の重要な産業である水
産業や地域資源を活用した海洋関連観光等の海洋産業の振興、陸域と海域を一体的か
つ総合的に管理する地域の計画の策定、地域の特色をいかした人材の育成等に努める
ことが重要である。その際、複数の地方公共団体にまたがる広域的な取組が求められる
場合における地方公共団体相互の連携強化や、各部局の密接な連携による効率的な施
策推進に努めることが重要である。

２ 関係者の責務及び相互の連携
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３ 施策に関する情報の積極的な公表

1海洋産業の事業者は、環境負荷の低減技術の開発等の環境対策等を通じた
海洋環境の保全、水産資源の自主的な管理、効率的・安定的な海上輸送の確
保等に努めることが重要である。また、今後は特に、海洋エネルギー・鉱物資源
開発、海洋再生可能エネルギー利用を始めとした海洋産業の振興と創出に重点
的に取り組むことが必要となってきている。こうした中、国による適切な基盤整備
や支援等と相まって、民間の活力や創意工夫を活かしながら、積極的に新規投
資や新市場の開拓等に取り組むよう努めることが期待される。

海洋基本計画 については、広く国民に周知されるよう印刷物、インターネット等様々な媒
体を通じて情報提供するとともに、海外向けの英訳版や青少年向けの資料を作成し、配
布する。また、施策に関わる関係者が相互に連携を図りながら施策を推進できるよう、関
係者間で情報を共有する基盤を構築することが重要である。このため、海洋基本計画に
基づく施策 について、これを容易かつ簡便に入手できるようにすべく、インターネット上で
海洋基本計画 から関連する施策にリンクを結ぶ等、本計画から具体的な施策を容易に
参照できるようにする等の措置を講じる。

また、毎年度、海洋基本計画に基づく個別施策の進捗状況について、参与会議
における評価等も踏まえつつ、フォローアップを行い、適切な方法により公表す
る。

1大学・研究機関等は、海洋国家の実現に向けて海洋科学技術に関する研究開
発の推進等に努めることが重要である。また、これに当たって、産官学連携の枠
組みの構築・活用を通じて、海洋産業の創出や振興、人材育成等にも大きく寄与
するよう努めることが期待される。

1国民、NPO等は、海洋に関する会議やイベントへの参加、海洋産業の事業者と
の交流、海浜清掃等身近な海洋環境保全活動の実施等を通じて、海洋への理
解を深めるよう努めることが重要である。

1海洋に関する施策の企画立案・実施に際しては、こうした取組が促進されるよ
う、国民やその他の関係者の意見の施策への反映等に取り組む。
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第 2期海洋基本計画評価作業報告（自由記述概要） 

 

（１）全般について 

・第 3 部について、項目がアクションになっておらず提言形式となっているものが多く、

評価の観点が異なる。 

・「ほとんど取り組まれていない」訳ではないものの、実際には個別取組に終わっており、

省庁間の連携が不十分であり、実効性のある総合的な取組に至っていないように思われ

る。 

・全体として各省庁の施策を束ねた印象は避けられない。施策構想段階からの海洋基本法

や国連海洋法条約の考え方に基づいた施策は、まだ十分には成熟していない。 

・海洋基本法の核である「海を知り」、「海を利用し」、「海を守る」ということが、ど

れ程進んだかと問われれば、進むには進んだが、期待には程遠い。「海を知る」分野で

はレアアースの有望海域の発見、深海底地層コアからの生物の発見、すなわち深層地層

生命圏研究の大進展等の成果があり、また「海を守る」分野では環境との共生について、

一般市民の意識が着実に進んだと感じられる。しかし、「海を利用する」分野での進展

は残念ながら遅々として進まなかったと総括せざるを得ない。 

・海そのものの理解を多くの人々に求めたい。そのためには海洋基本計画が国民に共有・

共感されることが重要。しかし、それは感じられず、海洋立国が国民生活とは遠い言葉

になりつつある。 

・充実した海洋基本計画を、より広く一般に知っていただき、海洋に関する関心や議論を

高める取り組みは、一層充実されるべき。 

 

（２）施策について 

海洋資源の開発および利用の促進 

・メタンハイドレートの開発の研究は進んでいるが、商用化の目途は立っていないようで

ある。また、海洋再生可能エネルギーについて、五島沖や福島沖の実証試験は順調に進

捗しているが、先行する欧州と比べて、大規模の商用ファームへのロードマップを描く

には至っていない。 

・メタンハイドレートについては、コスト問題の精査や商用化に向けてブレークスルーと

なる技術開発の推進が、熱水鉱床については、深海生物多様性への影響調査・研究のス

ピードアップが必要。 

・海洋深層水について、温度差発電や栄養塩を利用した水産生物生産がより強調されるべ

きである。 

 

海洋環境の保全等 

・海洋生物多様性の保全と持続可能な利用等に係る省庁連携の深化と、それを国際的に評
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価されるよう発信することが必要。 

・海洋生物多様性保全、海洋保護区の設定について、環境省と水産庁の壁が高く、水産資

源保護に関わる施策を、水産資源以外の生物多様性も含めた施策に高める必要がある。

また、環境省は、より戦略的に海洋保護区の設定に乗り出す必要がある。 

・策は講じているものの、沿岸の生物多様性は悪化傾向にあり、生物生産性も低下してい

るのが現状。藻場・干潟だけでなくこれらに連続する海域に対象を広げ、様々な生物を

如何に多様化させ増やすかという視点にシフトすべきである。 

 

海洋の安全の確保 

・東アジア・東南アジア海域における対応や海賊・海上武装強盗に対する対応は着実に進

められているが、Oil Line となるペルシア湾・インド洋での「有事」対応や予防的方策

についての対応が不可欠。 

・いわゆる「グレーゾーン事態」におけるシームレスな対応のための海上安全保障のシス

テム構築が必要。 

・北極問題について海上安全保障の観点が欠如している。 

 

海洋調査の推進 

・海洋科学に関する調査・研究が海底資源関係や地球物理学的なものに偏りがち。海洋物

理・化学・生物環境の調査研究と技術革新が地球環境保全だけでなく海洋安全保障にと

っても重要。 

 

海洋科学技術に関する研究開発の推進等 

・欧米と比べ、日本の研究機関の規模は小さい。中国やインドの海洋科学・工学が大きく

なっているなか、海洋研究開発機構は、日本の海洋科学・工学の発展を牽引する大規模

研究機関には達していない。 

 

海洋産業の振興、国際競争力の強化 

・海が主体である観光とは何か、海の自然と文化を後生に残しつつ観光資源にする方策と

は何か、早急に論点整理をして、膨大な海岸線と多数の水産物の無駄のない利用を目指

せないか。 

・関係府省の重複の整理（海洋再生可能エネルギーの開発を経済産業省に統一する等）と

連携（環境影響評価等）。 

 

沿岸域の総合的管理 

・海岸の地域（特に、離島や半島）のコミュニティの弱体化が急速に進んでおり、セキュ

リティの面からも大きな課題。地域特性に合わせた関係者が一丸となったプラン作りが
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強く望まれる。 

・“沿岸域の管理”について、単なる規制や管理、イノベーションだけでなく、住民のた

めの沿岸という考えを十分に生かし、教育や福祉等の領域にも幅を広げ、社会的な公益

性と公平性を擦り合わせるという考え方を政策の主軸として確立する必要がある。 

・広大な EEZよりも身近で管理しやすい沿岸域について、その持続的な保全と利用に関わ

る骨太のヴィジョンが感じられない。 

・地下水を通した陸域－海域連関の健全性の確保、沿岸域の海底湧水環境の保全、海底湧

水環境特性の理解の研究の推進。 

・地方公共団体の関わり方について、明確なものが出せると良い。また、豊かな沿岸域の

再生に向けて、適正な海域の栄養塩レベルについて具体的な提案が出来るような取り組

みが必要。 

 

離島の保全等 

・遠隔離島について、「利用」（水産資源、海底鉱物資源開発）が前面に出ているが、「保

全」を前面に出して、その上でその持続可能な利用をはかることが望ましい。 

 

国際的な連携の確保、国際協力の推進 

・Alternative Routeがないペルシア湾・ホルムズ海峡の周辺国との間での海洋分野をはじ

めとする諸分野での関係の一層の強化。 

・遠隔離島の保全について検討を進め、小島嶼国と問題を共有して技術移転をするような、

省庁横断的・総合的な取組が必要。 

・国際的な海洋基盤情報の取得に関する日本のプレゼンス、先見性が弱くなっている。国

際的に実績のある人材の活用策を考える必要がある。 

 

国民の理解増進と人材育成 

・学習指導要領とその解説の中に「海洋」を明示的に取り込み、全国で海洋教育を実施す

ることが望まれる。 

・従来の漁業や海運業にとどまらず「海を利用する」分野が拡大することにより、海に関

する教育・研究に学生が集まり、人材が育つ。産業・雇用が広がらないと大学院の博士

課程に進む人数は現状維持しかない。海に関連する研究開発で先進国に比べて圧倒的に

遅れを取っていると多くの分野で言われている。 

・首都圏の大学（東京大学・東京海洋大学・横浜国立大学等）だけでなく、地方大学の取

り組みも、より強調される必要がある。 

 

（３）次期海洋基本計画に向けて 他 

・産業界・学会・官界が協力して再度本気で「海を利用する」ことに取組み、新産業創出
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のロードマップ作成に焦点を当てた、抜本的試みが望まれる。 

・総合海洋政策本部が、省庁間の調整に終わらず、海洋に関するグランドデザインを構築

することを期待。 

・平和安全法制により新たなに加わった各種事態への海上安全保障での対処を万全とする

ため、関係省庁の対応を検討項目として取り上げるべき。 

・マイクロプラスチックの問題が深刻さを増しており、国際的な発生抑制対策に力点を置

く必要がある。 

・沿岸域の利用価値を失った社会インフラに対する環境再生への思い等、課題解決のブレ

ークスルーのため、国の役割と方向性についての検討を期待。 

・「省庁の政策が有機的に連携したもの」、「明確な工程が分かるもの」、「達成目標時

期が明記されたもの」、「進捗状況を評価する指標が明示されたもの」となるよう留意。 

・沿岸域の総合管理について、将来的に更に踏み込んで具体的な計画を期待したい。 

・北極政策の策定は大きな成果。今後、長期的な活動やその体制つくりが求められる。ま

た、個別施策や国際協力において、全体を概観でき、連携検討や重点を議論できる場が

重要。 

・海洋基本計画が義務教育のなかで紹介され、我が国が海とどう関わるのかを知り、自分

たちの生活にどう関わるのかを理解する機会を持てるよう、次期計画策定時に考えて頂

きたい。 

・広域情報の把握には衛星計画との連携が不可欠である。宇宙計画との連携をより強く打

ち出すべき。 

・広範囲で解決に時間を要する諸課題（沿岸域管理、海洋教育など）が明確に海洋基本計

画に位置づけられるよう、関係府省の綿密な連携と当事者を重視した現場重視の姿勢が

求められる。 

－ 49 －





51 

 

第３章 まとめ 

 

周知のように、海洋に関する諸問題は各々が密接に関係している。特に排他的経済水域

や大陸棚の利活用については、その推進が海洋産業の振興に直接的に寄与することが予想

されるため、総合的な調整を早急に行うことが急務となっている。また、我が国の沿岸域

は、経済活動の拠点であるのみならず、地域社会の基盤を成している一方で、環境保全等

に関するさまざまな課題を抱えており、沿岸域を構成する陸域と海域を一体的に管理する

ための制度的な枠組みを速やかに構築することが求められている。このような状況に対応

するため、当研究所は、その前身である「海洋政策研究財団」時代より、我が国における

海洋政策に関する調査研究を実施している。 

本調査研究の一環として、2007 年度から 2010 年度までに、排他的経済水域および大陸

棚の総合的な管理のための法制のあり方について検討を行い、提言「排他的経済水域及び

大陸棚の総合的な管理に関する法制のあり方について」や「排他的経済水域及び大陸棚の

総合的な開発、利用、保全等に関する政策提言」を取りまとめた。その結果、2013年に改

正された海洋基本計画においては、重点的に推進すべき取組みとして「海域の総合的管理

と計画策定」が位置づけられるとともに、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策の中に、

「排他的経済水域等の開発等を推進するため、（中略）海域管理に係る包括的な法体系の整

備を進める」と具体的に記された。そこで、2013年度の調査研究においては、それまでの

調査研究の成果を踏まえ、「『排他的経済水域及び大陸棚の総合的な開発、利用、保全等に

関する法律（要綱素案）』に係る基本的考え方（案）」および「排他的経済水域及び大陸棚

の総合的な開発、利用、保全等に関する法律（要綱素案）」の検討を進め、「排他的経済水

域及び大陸棚の総合的な開発、利用、保全等に関する政策提言」として 2013年 10月に取

りまとめ、関係者に提言している。 

このような排他的経済水域等の管理と利活用に関する検討と平行して、2011 年度からは、

海洋環境の悪化、開発・利用に伴う利害の対立など、さまざまな問題が起こっている沿岸

域について、陸域と海域を一体的に捉えて適切に管理する沿岸域総合管理の推進方策につ

いて検討を取り組んできた。沿岸域は、有史以来人間の生活や産業活動の中心であったが、

近年の急激な経済発展の中で、陸域および海域の一体的な管理という視点が欠落していた

ため、海洋環境の悪化や水産業の低迷、開発および利用に伴う利害の対立などといった課

題に対する適切な方策を行うことが難しい状況にあった。沿岸域総合管理は、1992年に開

催されたリオ地球サミットで取りまとめられた行動計画（アジェンダ 21）を淵源としたも

のであるが、このような状況に対応するための手法として、諸外国においても広く導入さ

れており、2007年に成立した海洋基本法においても、12の基本的施策の 1つとして取り上

げられている。これらの調査研究の成果については、「沿岸域総合管理の推進に関する政策

提言―市町村主体による地方沿岸域の総合的管理に向けて―」として 2014年 3月に取りま

とめ、関係者に提言している。 
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本年度の調査研究においては、これまでの調査研究を踏まえ、海洋基本法およびその実

施計画である海洋基本計画の効果的なフォローアップを念頭に、依然として十分な取り組

みが行われていない排他的経済水域等の管理と利活用および沿岸域総合管理をより推進す

るための具体的な検討を行い、2017年度以降に予定されている海洋基本計画の改訂に貢献

するための論点整理や課題析出を試みた。 

排他的経済水域については、政府与党では排他的経済水域及び大陸棚に係る我が国の権

益の確保に関する法律の要綱案が検討されるとともに、総合海洋政策本部の参与会議にお

いて「海域の利用の促進等の在り方 PT」が設置され、検討が進められた。2017 年 2 月に

は、「海域の利用の促進等の在り方 PT」の報告書が参与会議に提出され、我が国海域にお

ける５つの論点（外国漁船への対応、海洋資源開発、科学的調査、海洋環境の保護と保全、

海洋の安全保障）について議論がおこなわれ、我々の取りまとめた政策提言の内容が反映

されていることが確認できた。2017年 3月に開催した第 2回総合的海洋政策研究委員会に

おいては、こうした動きの他、排他的経済水域等の管理と利活用に関連して、国家管轄権

外区域の生物多様性（BBNJ）との関係性や国連等における現在の準備状況を踏まえ、当研

究所としてもより積極的に参画すべきとの意見が示された。 

また、沿岸域総合管理については、当研究所の寺島紘士所長が総合海洋政策本部参与会

議の「総合的な沿岸域の環境管理の在り方 PT」に有識者として参加し「沿岸域総合管理の

推進に関する政策提言」や地域における沿岸域の総合的管理の事例を紹介し、その報告書

（2017年 2月 16日発表）において、当該提言の内容が反映された。第 2回総合的海洋政

策研究委員会においても、今後、これまでの取り組みの成果をより実践的な内容に昇華す

べく、所要の取り組みを推進すべきとの意見が出されている。 

そして、第 2期海洋基本計画の評価を多数の有識者の協力を得て実施し、その結果を第 2

回総合的海洋政策研究委員会において精査し、記者会見等を通じて社会に発表し、新たな

海洋基本計画策定の基礎的資料と位置づけるべきであるとの意見が示されている。 

なお、2017 年 3 月 22 日に開催された総合海洋政策本部の参与会議において、海洋基本

計画の見直しに向けた意見書が例年よりも早く取りまとめられ、海洋安全保障や国際協力

等に向けた指摘がなされている。今後はこれらの検討結果をもとに、総合海洋政策本部に

おいて、次期海洋基本計画の策定に向け、海洋人材育成等についての検討も進められる予

定である。これらの動向や本年度の成果を踏まえ、来年度以降の調査研究については、本

年度の調査研究を通じて提示した論点や課題を踏まえ、より強力に調査研究を展開するこ

とを予定している。 

本調査研究の成果が、排他的経済水域及び大陸棚ならびに沿岸域の総合的な管理の取組

を促進し、我が国における総合的海洋政策の立案に資するものになることを祈念する。 
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海洋基本法 （平成十九年四月二十七日法律第三十三号） 

 

第一章 総則（第一条―第十五条）  

第二章 海洋基本計画（第十六条）  

第三章 基本的施策（第十七条―第二十八条）  

第四章 総合海洋政策本部（第二十九条―第三十八条）  

附則  

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地球の広範な部分を占める海洋が人類をはじめとする生物の生命を

維持する上で不可欠な要素であるとともに、海に囲まれた我が国において、海洋法に関す

る国際連合条約その他の国際約束に基づき、並びに海洋の持続可能な開発及び利用を実現

するための国際的な取組の中で、我が国が国際的協調の下に、海洋の平和的かつ積極的な

開発及び利用と海洋環境の保全との調和を図る新たな海洋立国を実現することが重要であ

ることにかんがみ、海洋に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、事業者及び国民の

責務を明らかにし、並びに海洋に関する基本的な計画の策定その他海洋に関する施策の基

本となる事項を定めるとともに、総合海洋政策本部を設置することにより、海洋に関する

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の

安定向上を図るとともに、海洋と人類の共生に貢献することを目的とする。  

 

（海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和） 

第二条 海洋については、海洋の開発及び利用が我が国の経済社会の存立の基盤であると

ともに、海洋の生物の多様性が確保されることその他の良好な海洋環境が保全されること

が人類の存続の基盤であり、かつ、豊かで潤いのある国民生活に不可欠であることにかん

がみ、将来にわたり海洋の恵沢を享受できるよう、海洋環境の保全を図りつつ海洋の持続

的な開発及び利用を可能とすることを旨として、その積極的な開発及び利用が行われなけ

ればならない。  

 

（海洋の安全の確保） 

第三条 海洋については、海に囲まれた我が国にとって海洋の安全の確保が重要であるこ

とにかんがみ、その安全の確保のための取組が積極的に推進されなければならない。  

 

（海洋に関する科学的知見の充実） 

第四条 海洋の開発及び利用、海洋環境の保全等が適切に行われるためには海洋に関する

科学的知見が不可欠である一方で、海洋については科学的に解明されていない分野が多い
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ことにかんがみ、海洋に関する科学的知見の充実が図られなければならない。  

 

（海洋産業の健全な発展）  

第五条 海洋の開発、利用、保全等を担う産業（以下「海洋産業」という。）については、

我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上の基盤であることにかんがみ、そ

の健全な発展が図られなければならない。  

 

（海洋の総合的管理）  

第六条 海洋の管理は、海洋資源、海洋環境、海上交通、海洋の安全等の海洋に関する諸

問題が相互に密接な関連を有し、及び全体として検討される必要があることにかんがみ、

海洋の開発、利用、保全等について総合的かつ一体的に行われるものでなければならない。  

 

（海洋に関する国際的協調）  

第七条 海洋が人類共通の財産であり、かつ、我が国の経済社会が国際的な密接な相互依

存関係の中で営まれていることにかんがみ、海洋に関する施策の推進は、海洋に関する国

際的な秩序の形成及び発展のために先導的な役割を担うことを旨として、国際的協調の下

に行われなければならない。  

 

（国の責務）  

第八条 国は、第二条から前条までに定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。  

 

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、海洋に関し、国との適切な役割分担を踏

まえて、その地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施す

る責務を有する。  

 

（事業者の責務）  

第十条 海洋産業の事業者は、基本理念にのっとりその事業活動を行うとともに、国又は

地方公共団体が実施する海洋に関する施策に協力するよう努めなければならない。  

 

（国民の責務）  

第十一条 国民は、海洋の恵沢を認識するとともに、国又は地方公共団体が実施する海洋

に関する施策に協力するよう努めなければならない。  

 

（関係者相互の連携及び協力）  
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第十二条 国、地方公共団体、海洋産業の事業者、海洋に関する活動を行う団体その他の

関係者は、基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなけれ

ばならない。  

 

（海の日の行事）  

第十三条 国及び地方公共団体は、国民の祝日に関する法律 （昭和二十三年法律第百七十

八号）第二条 に規定する海の日において、国民の間に広く海洋についての理解と関心を深

めるような行事が実施されるよう努めなければならない。  

 

（法制上の措置等）  

第十四条 政府は、海洋に関する施策を実施するために必要な法制上、財政上又は金融上

の措置その他の措置を講じなければならない。  

 

（資料の作成及び公表）  

第十五条 政府は、海洋の状況及び政府が海洋に関して講じた施策に関する資料を作成し、

適切な方法により随時公表しなければならない。  

 

第二章 海洋基本計画 

第十六条 政府は、海洋に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、海洋に関す

る基本的な計画（以下「海洋基本計画」という。）を定めなければならない。  

２ 海洋基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 海洋に関する施策についての基本的な方針  

二 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策  

三 前二号に掲げるもののほか、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、海洋基本計画の案につき閣議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、海洋基本

計画を公表しなければならない。  

５ 政府は、海洋に関する情勢の変化を勘案し、及び海洋に関する施策の効果に関する評

価を踏まえ、おおむね五年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、必要な変更を加え

るものとする。  

６ 第三項及び第四項の規定は、海洋基本計画の変更について準用する。  

７ 政府は、海洋基本計画について、その実施に要する経費に関し必要な資金の確保を図

るため、毎年度、国の財政の許す範囲内で、これを予算に計上する等その円滑な実施

に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  
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第三章 基本的施策   

（海洋資源の開発及び利用の推進）  

第十七条 国は、海洋環境の保全並びに海洋資源の将来にわたる持続的な開発及び利用を

可能とすることに配慮しつつ海洋資源の積極的な開発及び利用を推進するため、水産資源

の保存及び管理、水産動植物の生育環境の保全及び改善、漁場の生産力の増進、海底又は

その下に存在する石油、可燃性天然ガス、マンガン鉱、コバルト鉱等の鉱物資源の開発及

び利用の推進並びにそのための体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。  

 

（海洋環境の保全等）  

第十八条 国は、海洋が地球温暖化の防止等の地球環境の保全に大きな影響を与えること

等にかんがみ、生育環境の保全及び改善等による海洋の生物の多様性の確保、海洋に流入

する水による汚濁の負荷の低減、海洋への廃棄物の排出の防止、船舶の事故等により流出

した油等の迅速な防除、海洋の自然景観の保全その他の海洋環境の保全を図るために必要

な措置を講ずるものとする。  

２ 国は、前項の措置については、科学的知見を踏まえつつ、海洋環境に対する悪影響を

未然に防止する観点から、これを実施するとともに、その適切な見直しを行うよう努

めるものとする。  

 

（排他的経済水域等の開発等の推進）  

第十九条 国は、排他的経済水域等（排他的経済水域及び大陸棚に関する法律 （平成八年

法律第七十四号）第一条第一項 の排他的経済水域及び同法第二条 の大陸棚をいう。以下

同じ。）の開発、利用、保全等（以下「排他的経済水域等の開発等」という。）に関する取

組の強化を図ることの重要性にかんがみ、海域の特性に応じた排他的経済水域等の開発等

の推進、排他的経済水域等における我が国の主権的権利を侵害する行為の防止その他の排

他的経済水域等の開発等の推進のために必要な措置を講ずるものとする。  

 

（海上輸送の確保）  

第二十条 国は、効率的かつ安定的な海上輸送の確保を図るため、日本船舶の確保、船員

の育成及び確保、国際海上輸送網の拠点となる港湾の整備その他の必要な措置を講ずるも

のとする。  

 

（海洋の安全の確保）  

第二十一条 国は、海に囲まれ、かつ、主要な資源の大部分を輸入に依存する我が国の経済

社会にとって、海洋資源の開発及び利用、海上輸送等の安全が確保され、並びに海洋におけ

る秩序が維持されることが不可欠であることにかんがみ、海洋について、我が国の平和及び

安全の確保並びに海上の安全及び治安の確保のために必要な措置を講ずるものとする。  
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２ 国は、津波、高潮等による災害から国土並びに国民の生命、身体及び財産を保護する

ため、災害の未然の防止、災害が発生した場合における被害の拡大の防止及び災害の復旧

（以下「防災」という。）に関し必要な措置を講ずるものとする。  

 

（海洋調査の推進）  

第二十二条 国は、海洋に関する施策を適正に策定し、及び実施するため、海洋の状況の

把握、海洋環境の変化の予測その他の海洋に関する施策の策定及び実施に必要な調査（以

下「海洋調査」という。）の実施並びに海洋調査に必要な監視、観測、測定等の体制の整備

に努めるものとする。  

２ 国は、地方公共団体の海洋に関する施策の策定及び実施並びに事業者その他の者の活

動に資するため、海洋調査により得られた情報の提供に努めるものとする。  

 

（海洋科学技術に関する研究開発の推進等）  

第二十三条 国は、海洋に関する科学技術（以下「海洋科学技術」という。）に関する研究

開発の推進及びその成果の普及を図るため、海洋科学技術に関し、研究体制の整備、研究

開発の推進、研究者及び技術者の育成、国、独立行政法人（独立行政法人通則法 （平成十

一年法律第百三号）第二条第一項 に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）、都道府県

及び地方独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成十五年法律第百十八号）第二条第一項 

に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の試験研究機関、大学、民間等の連携の

強化その他の必要な措置を講ずるものとする。  

 

（海洋産業の振興及び国際競争力の強化）  

第二十四条 国は、海洋産業の振興及びその国際競争力の強化を図るため、海洋産業に関

し、先端的な研究開発の推進、技術の高度化、人材の育成及び確保、競争条件の整備等に

よる経営基盤の強化及び新たな事業の開拓その他の必要な措置を講ずるものとする。  

 

（沿岸域の総合的管理）  

第二十五条 国は、沿岸の海域の諸問題がその陸域の諸活動等に起因し、沿岸の海域につ

いて施策を講ずることのみでは、沿岸の海域の資源、自然環境等がもたらす恵沢を将来に

わたり享受できるようにすることが困難であることにかんがみ、自然的社会的条件からみ

て一体的に施策が講ぜられることが相当と認められる沿岸の海域及び陸域について、その

諸活動に対する規制その他の措置が総合的に講ぜられることにより適切に管理されるよう

必要な措置を講ずるものとする。  

２ 国は、前項の措置を講ずるに当たっては、沿岸の海域及び陸域のうち特に海岸が、厳

しい自然条件の下にあるとともに、多様な生物が生息し、生育する場であり、かつ、独特

の景観を有していること等にかんがみ、津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動によ
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る被害からの海岸の防護、海岸環境の整備及び保全並びに海岸の適正な利用の確保に十分

留意するものとする。  

 

（離島の保全等）  

第二十六条 国は、離島が我が国の領海及び排他的経済水域等の保全、海上交通の安全の

確保、海洋資源の開発及び利用、海洋環境の保全等に重要な役割を担っていることにかん

がみ、離島に関し、海岸等の保全、海上交通の安全の確保並びに海洋資源の開発及び利用

のための施設の整備、周辺の海域の自然環境の保全、住民の生活基盤の整備その他の必要

な措置を講ずるものとする。  

 

（国際的な連携の確保及び国際協力の推進）  

第二十七条 国は、海洋に関する国際約束等の策定に主体的に参画することその他の海洋

に関する国際的な連携の確保のために必要な措置を講ずるものとする。  

２ 国は、海洋に関し、我が国の国際社会における役割を積極的に果たすため、海洋資源、

海洋環境、海洋調査、海洋科学技術、海上における犯罪の取締り、防災、海難救助等に係

る国際協力の推進のために必要な措置を講ずるものとする。  

 

（海洋に関する国民の理解の増進等） 

第二十八条 国は、国民が海洋についての理解と関心を深めることができるよう、学校教

育及び社会教育における海洋に関する教育の推進、海洋法に関する国際連合条約その他の

国際約束並びに海洋の持続可能な開発及び利用を実現するための国際的な取組に関する普

及啓発、海洋に関するレクリエーションの普及等のために必要な措置を講ずるものとする。  

２ 国は、海洋に関する政策課題に的確に対応するために必要な知識及び能力を有する人

材の育成を図るため、大学等において学際的な教育及び研究が推進されるよう必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。  

 

第四章 総合海洋政策本部   

（設置） 

第二十九条 海洋に関する施策を集中的かつ総合的に推進するため、内閣に、総合海洋政

策本部（以下「本部」という。）を置く。  

 

（所掌事務）  

第三十条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 海洋基本計画の案の作成及び実施の推進に関すること。  

二 関係行政機関が海洋基本計画に基づいて実施する施策の総合調整に関すること。  

三 前二号に掲げるもののほか、海洋に関する施策で重要なものの企画及び立案並びに総
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合調整に関すること。  

 

（組織）  

第三十一条 本部は、総合海洋政策本部長、総合海洋政策副本部長及び総合海洋政策本部

員をもって組織する。  

 

（総合海洋政策本部長）  

第三十二条 本部の長は、総合海洋政策本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理

大臣をもって充てる。  

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。  

 

（総合海洋政策副本部長）  

第三十三条 本部に、総合海洋政策副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、内閣官

房長官及び海洋政策担当大臣（内閣総理大臣の命を受けて、海洋に関する施策の集中的か

つ総合的な推進に関し内閣総理大臣を助けることをその職務とする国務大臣をいう。）をも

って充てる。 

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。  

 

（総合海洋政策本部員）  

第三十四条 本部に、総合海洋政策本部員（以下「本部員」という。）を置く。  

２ 本部員は、本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣をもって充てる。  

 

（資料の提出その他の協力）  

第三十五条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政

機関、地方公共団体、独立行政法人及び地方独立行政法人の長並びに特殊法人（法律によ

り直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人で

あって、総務省設置法 （平成十一年法律第九十一号）第四条第十五号 の規定の適用を受

けるものをいう。）の代表者に対して、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を

求めることができる。  

 

２ 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定

する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

 

（事務）  

第三十六条 本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官

補が掌理する。  
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（主任の大臣）  

第三十七条 本部に係る事項については、内閣法 （昭和二十二年法律第五号）にいう主任

の大臣は、内閣総理大臣とする。  

 

（政令への委任）  

第三十八条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

附 則  

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。  

 

（検討） 

２ 本部については、この法律の施行後五年を目途として総合的な検討が加えられ、その

結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

附 則 （平成二七年九月一一日法律第六六号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。  

一  附則第七条の規定 公布の日  

二  第二条の規定（内閣府設置法第四条第一項に一号を加える改正規定、同法第四十

条第一項中「子ども・子育て本部」の下に「、総合海洋政策推進事務局」を加え

る改正規定及び同法第四十一条の二の次に一条を加える改正規定に限る。）及び第

二十九条の規定 平成三十年四月一日  

 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。 
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海洋基本計画（平成 25 年 4 月）（抜粋） 

 
第１部 海洋に関する施策についての基本的な方針 

２ 本計画において重点的に推進すべき取組 

（５）海域の総合的管理と計画策定 

我が国の沿岸域は、経済社会活動の拠点として利用が輻輳
ふくそう

していることに加え、環境保

全等においても様々な課題を抱えているため、沿岸域の再活性化、海洋環境の保全・再生、

自然災害への対策、地域住民の利便性向上等を図る観点から、陸域と海域を一体的かつ総

合的に管理する取組を推進する。また、排他的経済水域や大陸棚は、今後、その開発・利

用を進めていくことによる海洋産業の振興と創出等が期待されるため、利用調整を含めた

海域の適切な管理を図るための取組を推進する。 

 

３ 本計画における施策の方向性 

（１）海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和 

（略）さらに、管理者不在の海面を含む海域利用に関し、法整備を含めた協調・調整の枠

組みを検討するなどの環境整備を行うほか、必要なインフラ等の基盤整備を実施する。（略） 

 

（５）海洋の総合的管理 

領海及び排他的経済水域等の管理については、国際法上、我が国が行使し得る権利がこ

れらの海域では異なることから、それぞれの特性を踏まえた管理の枠組みについて、必要

に応じ法整備も含め、検討する。検討に当たっては、海域を利用する際に様々な関係者が

効率的かつ効果的に利用できるよう、海域利用調整の枠組みを構築する。 

200海里を超える大陸棚については、平成24年４月に大陸棚限界委員会から勧告を受領し

たところである。当該委員会の勧告内容を踏まえ、勧告が先送りされた海域について早期

に勧告が行われるよう引き続き努力するなど、大陸棚の限界の設定に向けた対応を適切に

推進する。 

沿岸域の総合的管理については、それぞれの特性に応じた海域の利用が行われているこ

と等を留意した上で、国、地方公共団体等が連携して各課題に対処し、陸域と一体となっ

た沿岸域の管理を促進する。（略） 

 

第２部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

１ 海洋資源の開発及び利用の推進 

（１） 海洋再生可能エネルギーの利用促進 

イ 海洋再生可能エネルギーの実用化・事業化の促進 

○海域利用に係るルールを明確にするため、必要となる法制度の整備も含めて検討する。 
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（３）水産資源の開発及び利用 

ア 水産資源の適切な管理及び水産動植物の生育環境の保全等 

○海洋の生態系や生物多様性の保全と漁業の持続的な発展の調和を図るべく、海鳥、ウミ

ガメ等の混獲の影響評価の実施や混獲回避技術の向上・普及を推進するとともに、資源の

保存・管理の手法の一つとして必要な日本型海洋保護区の設定及び管理の充実や、水産資

源の希少性評価に取り組む。 

 

２ 海洋環境の保全等 

イ 生物多様性の保全上重要な海域の抽出等 

○生物多様性の保全の観点から生態学的・生物学的に重要な海域を平成25年度までに抽出

し、抽出された海域を踏まえ、海域ごとの生態系の特性や社会的・経済的・文化的な要因

も考慮しつつ、海洋保護区の設定や管理の充実、海洋保護区のネットワーク化を推進する。

（略） 

 

ウ 海洋保護区の設定の適切な推進及び管理の充実 

○海洋保護区を、海洋生物多様性の保全及び生態系サービスの持続可能な利用を目的とし

た手法の一つとして、平成32年までに沿岸域及び海域の10％を適切に保全・管理すること

を目標に、関係府省連携の下、その管理の充実を図るとともに、海洋保護区の設定を適切

に推進する。 

○海洋保護区を資源の保存管理の手法の一つとして、その設定や管理の充実を推進し、海

洋の生態系及び生物多様性の保全と漁業の持続的な発展の両立を図る。 

○持続可能な利用を目的とした我が国の海洋保護区の在り方について、日本型海洋保護区

として国内外への理解の浸透を図る。 

 

３ 排他的経済水域等の開発等の推進 

（１）排他的経済水域等の確保・保全等 

○我が国の大陸棚延長申請に対する大陸棚限界委員会の勧告内容を踏まえ、勧告が先送り

された海域について早期に勧告が行われるよう引き続き努力するなど、大陸棚の限界の設

定に向けた対応を適切に推進する。  
○東シナ海等においては、排他的経済水域等について、我が国と外国の主張が重複する海

域が存在することに伴う問題に対応し、国際法に基づいた解決に向けて全力を尽くし、排

他的経済水域等における我が国の権益を確保する。東シナ海資源開発に関する平成 20 年６

月の日中両政府の合意は、その実施に必要な国際約束締結交渉が平成 22 年９月以降中断さ

れており、我が国としては、平成 20 年６月の合意が早期に実施されるよう、あらゆる機会

を通じて、中国側に対して交渉の早期再開を働きかけていく。 
○排他的経済水域等の根拠となる低潮線の保全のため、低潮線保全法及び低潮線保全基本
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計画に基づき、低潮線保全区域内の海底の掘削等の行為規制を行うとともに、低潮線の状

況を把握するため、船舶、ヘリコプター等を活用した巡視、空中写真の周期的な撮影、衛

星画像等を活用した調査を実施する。 
 
（２）排他的経済水域等の有効な利用等の推進 

○広大な排他的経済水域等の有効な利用や、海洋産業の振興と創出を図るため、海域の特

性に応じて、水産資源の持続的利用の確保、海洋エネルギー・鉱物資源の開発の推進、海

洋再生可能エネルギーの利用促進等に取り組む。 
 
（３）排他的経済水域等の開発等を推進するための基盤・環境整備 

○海洋資源の開発・利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域においても安全かつ安

定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島及び沖ノ鳥島）において輸送や補給等が可能な活

動拠点を整備する。 
○排他的経済水域等の開発、利用、管理等の円滑な推進に必要となる基盤情報を整備する

ため、海洋調査を推進するとともに、海洋情報の一元化と公開に取り組む。 
○排他的経済水域等における我が国の主権的権利を侵害する行為の防止等を図るため、外

国海洋調査船等による鉱物資源の探査や科学的調査の実施等について、関係省庁が相互連

携し、適切に対応する。 
○排他的経済水域等の開発等を推進するため、海域の開発等の実態や今後の見通し等を踏

まえつつ、管理の目的や方策、取組体制やスケジュール等を定めた海域の適切な管理の在

り方に関する方針を策定する。当該方針に基づき、総合海洋政策本部において、海洋権益

の保全、開発等と環境保全の調和、利用が重複する場合の円滑な調整手法の構築、海洋調

査の推進や海洋情報の一元化・公開等の観点を総合的に勘案しながら、海域管理に係る包

括的な法体系の整備を進める。 
 

９ 沿岸域の総合的管理 

（１）沿岸域の総合的管理の推進 

○沿岸域の安全の確保、多面的な利用、良好な環境の形成及び魅力ある自立的な地域の形

成を図るため、関係者の共通認識の醸成を図りつつ、各地域の自主性の下、多様な主体の

参画と連携、協働により、各地域の特性に応じて陸域と海域を一体的かつ総合的に管理す

る取組を推進することとし、地域の計画の構築に取り組む地方を支援する。 
 
（２）陸域と一体的に行う沿岸域管理 

ア 総合的な土砂管理の取組の推進  

○陸域から海域への土砂供給の減少や沿岸構造物による沿岸漂砂の流れの変化等による国

土の減少、自然環境への影響の軽減を図るため、砂防設備による流出土砂の調節、ダムに
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おける堆砂対策やダム下流への土砂還元を進めるとともに、侵食海岸におけるサンドバイ

パスや離岸堤の整備等に取り組む。また、山地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の

取組を推進するため、関係機関が連携し、土砂移動の実態把握や予測手法の向上を図るた

め、調査研究を進める。 
○沖縄等における赤土等の流出を防止するため、沈砂池の整備による農地等の発生源対策

の強化、流出防止技術の研究開発等を推進する。 
 
イ 栄養塩類及び汚濁負荷の適正管理と循環の回復・促進  

○陸域から流入する汚濁負荷を削減するため、未普及地区での下水道等汚水処理施設の整

備や合流式下水道の改善を進めるとともに、農業用排水施設や河川における水質浄化を推

進する。 
○生物多様性に富み豊かで健全な海域を構築する観点から、陸域と海域を含めた流域全体

の栄養塩類循環状況を把握し、それぞれの海域の状況に応じた栄養塩類の円滑な循環を達

成するための効率的かつ効果的な管理方策（海域ヘルシープラン）の策定に向けた検討を

行う。  
○栄養塩類が過剰な海域においては、水質を改善するため、下水道等汚水処理施設の整備

や高度処理の導入を進めるとともに、関係機関連携の下、陸域と海域が一体となった栄養

塩類の循環システムの検討、構築を進める。また、栄養塩濃度が環境基準を達成している

海域においては、環境基準値の範囲内で栄養塩濃度レベルを管理する新たな手法を開発し

つつ、負荷量管理の事例を積み重ねる。 
 
ウ 生物及び生物の生息・生育の場の保全と生態系サービスの享受への取組  

○水質の浄化や生物多様性の確保の観点から、漁業者や地域住民等による高度経済成長期

以降大幅に減少した藻場、干潟､サンゴ礁等に対する維持管理等の取組を支援する。  
○里海ネットや里海づくりの手引書等を通じて、里海づくりに関する情報発信を行う。ま

た、東日本大震災により甚大な被害等を受けた海域においては、地域の意向も踏まえ、海

域再生へ向けた里海づくりを進める。 
 
エ 漂流・漂着ごみ対策の推進  

○「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海

岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）」（平成 21 年法律第 82
号）については、同法の附則に基づき、法律の規定について検討を加え、平成 25 年度中に

必要な措置を講ずる。 
○海岸漂着物処理推進法を基に作成された地域計画に基づき実施されている海岸漂着物の

回収・処理、発生抑制策等の取組に対して、支援を実施する。  
○漂着ごみの実態把握及び対策の検討を進めるため、漂着ごみの全国的な分布状況や経年
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変化等を把握するためのモニタリング、代表的な地域における主要漂着ごみの発生実態や

流出状況等を追跡した原因究明調査、我が国から流出するごみの状況把握調査等に引き続

き取り組む。また、海岸漂着物処理推進法の附帯決議に基づき、漂流・海底ごみの状況把

握、原因究明、対策手法等の検討を進める。  
○河川を通じて海域に流入するごみ等を削減するため、いわゆるポイ捨てを含む不法投棄

の防止や河川美化等について、関係機関が連携して、国民への実態の周知や意識の向上等

の普及啓発、監視、取締り等の取組を強化する。  
○地方公共団体による海岸漂着物の処理や、海岸漂着物を含めた廃棄物の処理に必要な廃

棄物処理施設の整備を支援するとともに、海岸管理者による緊急的な流木等の処理を支援

する。  
○国外起因の廃ポリタンク等の海岸漂着物の実態を把握し、国内関係地方公共団体への注

意喚起を行うとともに、必要に応じて発生国への申入れを行う。  
○日本海及び黄海における海洋環境の保全を目的とした NOWPAP へ参画するとともに、

東・東南アジアの海域において海洋開発と海洋環境の保全と調和を目指す PEMSEA への支

援を実施することにより、国際的な連携・協力体制の強化を図る。  
○海洋環境の保全を図るため、海面に浮遊するごみ、油の回収を実施する。 
 
オ 自然に優しく利用しやすい海岸づくり 

○優れた自然の風景地について、自然公園として適切に保全を図る。  
○災害からの海岸の防護に加え、海辺へのアクセスの確保等利用者の利便性、優れた海岸

景観や生物の生息・生育環境等の保全に十分配慮した上で、海岸保全施設等の整備に取り

組む。  
○海辺の空間を有効活用した公園、緑地等の整備を推進する。 
 
（３）閉鎖性海域での沿岸域管理の推進 

○汚濁負荷の再生産防止対策等を推進するため、下水道の高度処理を推進するとともに、

関係機関連携の下、生活排水、工場等事業場排水、畜産排水等の点源負荷対策に加え、市

街地、農地等の面源負荷対策、海域のヘドロ除去及び覆砂を実施する。  
○海水交換の悪い閉鎖性海域における富栄養化防止のため、窒素及びリンについて排水規

制を実施するとともに、陸域からの COD、窒素及びリンの負荷量の把握や水質等の調査を

実施する。  
○「豊かな海」の創造に向け、関係者間の連携による推進体制の強化、環境モニタリング、

情報共有システムの活用等の包括的な取組と、汚泥浚渫、浚渫土砂等を有効に活用した干

潟や藻場等の保全・再生・創出、覆砂、深掘跡の埋め戻し、生物共生型港湾構造物の普及

等の個別の取組を総合的に推進する。また、海洋における炭素固定（ブルーカーボン）の

研究を推進する。  

－ 67 －



6 
 

○広域的な閉鎖性水域である東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海における水質総量削減を進め、

第７次水質総量削減（平成 26年度）及び次期総量削減目標量達成に向けた取組を実施する。  
○瀬戸内海の更なる環境保全・再生のため、中央環境審議会答申「瀬戸内海における今後

の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方について」の環境保全・再生の基本的考え

方を踏まえ、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく基本計画を変更する。  
○有明海及び八代海等の再生の観点から、有明海及び八代海等に関わる環境悪化の原因・

要因究明、再生像及び再生手順を検討するために必要なデータの収集等の体制を整備する

とともに、有明海及び八代海等を再生するための特別措置法に基づく審議の促進を図る。  
○東京湾、大阪湾、伊勢湾、広島湾においては、全国海の再生プロジェクトとして、国及

び関係地方公共団体が連携して海の再生のための行動計画を策定し、多様な主体との連

携・協働の下、計画的、総合的に取組を推進する。 
 
（４）沿岸域における利用調整 

○沿岸域における地域の実態も考慮した海面の利用調整ルールづくりを推進する。また、

地域の利用調整ルール等の情報へのアクセスを改善するとともに、海洋レジャー関係者を

始めとする沿岸域利用者に対する周知・啓発を進める。  
○小型船舶の安全・環境対策として、小型船舶の海難等による死亡・行方不明者の減少及

び環境問題の解消・低減並びに健全な利用振興及び関連産業の活性化を図る。また、小型

船舶の利用適正化に向けた利用環境の整備を進めるため、「海の駅」の設置等を推進する。

さらに、プレジャーボートの適正な管理を実現させるため、係留・保管能力の向上と規制

措置を両輪とした放置艇対策を推進する。 
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各国および国際社会の海洋政策の動向 

 

公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所は、前身の「海洋政策研究財団」時代より、

総合的海洋政策の策定と推進に関する調査研究事業を実施しており、2016 年度の報告書と

して、『2016 年度 各国および国際社会の海洋政策の動向報告書』を取りまとめている。そ

の中で、各国（米国、欧州連合、英国、フランス、ロシア、インド、中国、韓国、ベトナ

ム、インドネシア、オーストラリア、ニュージーランド）及び日本の海洋政策の概要を次

の 7 項目から整理している（表 1）。1.海洋（基本）法令、2.海洋（基本）政策、3.海洋政策

推進体制、4.沿岸域総合管理、5.領海等の管理、6.排他的経済水域（EEZ）等の管理、7.その

他特筆すべき政策等。なお、この表においては、「沿岸域総合管理」とは、沿岸の海域・陸

域を一体的にとらえて総合的に管理すること、「領海等の管理」とは、内水、領海及び接続

水域を管理すること、「排他的経済水域（EEZ）等の管理」とは、排他的経済水域（EEZ）

及び大陸棚を管理することをそれぞれ意味する。 

項目 1～3 は国連海洋法条約や『アジェンダ 21』等に対応するために各国がこれまで取

り組んできた重要課題であり、項目 4～6 は、今後の我が国において一層の取組が必要な重

要課題である。このように各国の取組を一覧で整理・把握することは、今後の我が国にお

ける政策の立案に重要な示唆を与えるものと考えられる。 

各国の海洋政策の詳細については、当該報告書第１部の記述、及び海洋政策研究財団が

これまでに出版した各年度報告書の該当部分を参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 69 －



　表1-1　各国の海洋政策の概要

日本 米国 欧州連合

1．海洋（基本）法令

・海洋基本法（2007）: 基本理

念、海洋基本計画、基本的施策、

総合海洋政策本部等について規

定。

・大統領令13547（2010）: 下記省庁横

断的海洋政策タスク・フォース最終報
告書に基づき基本的施策、国家海洋
会議（NOC）の設置、沿岸海洋空間計

画（CMSP）等について規定。

・海洋全般にわたる基本法令はない。
※EU条約（リスボン条約、2009発

効）：共通漁業政策（CFP）に基づく海

洋生物資源保護分野はEUが排他的

な権限を持ち、海洋生物資源保護を
除く漁業分野はEUと加盟国が権限を

共有し、かつ、EU法が優位する。

2．海洋（基本）政策
・海洋基本計画（2008、 2013）:

海洋基本法に基づき策定。5年毎に

見直し。

・21世紀の海洋の青写真(2004): 2000

年海洋法に基づき設置された海洋政
策審議会の最終報告書。
・省庁横断的海洋政策タスク・フォース
最終報告書（2010）

・国家海洋政策実施計画
（NOC,2013）

・海洋環境戦略（2005）

・欧州連合の将来の海洋政策に向け
て：大洋及び海洋のための欧州のビ
ジョン（グリーンペーパー）（2006）

・海洋戦略枠組指令 (MSFD)（2008）

・共通漁業政策（CFP）（2013改正）

・欧州連合海洋安全保障戦略（2014）

3．海洋政策推進体制

・総合海洋政策本部（本部長：内

閣総理大臣、副本部長：内閣官房

長官・海洋政策担当大臣）による

総合調整。

（内閣官房総合海洋政策本部事務

局が事務を処理）

総合海洋政策本部に参与会議を設

置。

・国家海洋会議（NOC）：国家海洋政

策の実施計画立案、政策実施、総合
調整等を行う。共同議長は環境会議
議長、科学技術政策局長官、委員は
海洋関連政府機関高官等。
・省庁間海洋資源管理政策委員会、
省庁間海洋科学技術政等がNOCに

対し助言支援。

・欧州委員会：環境総局、海事・漁業
総局（DGMARE）、等

・欧州共同体の専門機関：共同体漁業
管理機関（CFCA）、

・欧州環境機関(EEA)、欧州海上保安

機関（EMSA）、等

4．沿岸域総合管理

　　（法令、計画等）

法律： なし。

指針： 沿岸域圏総合管理計画策定

のための指針（2000）

（具体的な沿岸域総合管理計画の

策定は殆どない）

・沿岸域管理法（1972/1990）：州が沿

岸域管理計画を策定、連邦政府が州
に補助金交付。
・沿岸海洋空間計画（CMSP）により地

域計画機関が沿岸海域を含む管理計
画を策定。

・欧州連合のための統合的海洋政策
（2007）

・海洋空間計画枠組指令（2014）

5．領海等の管理

　　（法令、計画等）

・領海及び接続水域に関する法律

（1977）（領海等を総合的に管理

するための法令、計画等はない）

・大統領布告5928(1988): 領海を3海

里から12海里に拡大。

・沿岸海洋空間計画（CMSP）により地

域計画機関が領海等を含む管理計画
を策定。

・領海等の海域設定は各加盟国の主
権に基づく。

6．排他的経済水域

　　（EEZ）等の管理

　（法令、計画等）

・排他的経済水域及び大陸棚に関

する法律（1996）

・排他的経済水域及び大陸棚の保

全及び利用の促進のための低潮線

の保全及び拠点施設の整備に関す

る法律（2010）

（排他的経済水域等を総合的に管

理するための法令、計画等はな

い）

・大統領布告5030：アメリカ合衆国排

他的経済水域（1983）

・沿岸海洋空間計画（CMSP）により地

域計画機関がEEZ等を含む海域の管

理計画を策定。

・排他的経済水域及び大陸棚の海域
設定は、各加盟国が主権的権利を有
する。

7．その他

（特筆すべき政策等）
・我が国の北極政策(2015)

・国家海洋政策実施計画（2013）： 生

態系ベース管理の適用、 最先端の科

学情報の収集・活用・共有、効率性向
上と協働促進、地域による取り組み強
化を図る。

－ 70 －



英国 フランス ロシア インド

・海洋及び沿岸アクセス法（MCAA）

（2009）： 海洋管理機構（MMO）の設

立、海洋計画の策定、海洋における活
動の許認可、海洋保護区（MCZs）の

指定等について規定。

・海洋全般にわたる基本法令はない。
※海洋環境を包含した環境に関する
法律として、「環境グルネルの実施に
関するプログラム法律（グルネル実施
法1）（2009）」「環境のための国家の義

務を定める法律（グルネル実施法2）

（2010）」

・海洋全般にわたる基本法令はない。 ・海洋全般にわたる基本法令はない。

・海洋政策声明（2011）： MCAAに基

づき策定。
・海洋国家戦略青書（2009） ・ロシア連邦海洋ドクトリン(2015) ・海洋政策声明（海洋開発局、 1982）

・海洋管理機構（MMO）： MCAAに基

づき設立された政策遂行型政府外公
共機関、環境食糧地域省（DEFRA）

が運営管理。

・海洋関係閣僚委員会（委員長： 首

相）、海洋総合事務局
・エコロジー・持続可能開発・エネル
ギー省(MEDDE)

・海洋沿岸国民評議会 (CNML)が国

家レベルの海洋政策諮問機関として
設置される (2013)

・ロシア連邦政府海洋協議会：海洋政
策に関わる省庁・機関の代表、国営企
業の代表等が参加し、海洋政策を協
議。各機関の意思決定、協議、連絡調
整の場として機能。

・首相直轄の海洋開発局が設立

(1981）：外務省、地球科学省、国防省

（インド海軍、沿岸警備隊）、海運省、
環境森林省、農業省、科学技術省、商
工省

・東部沿岸及び東部沖合に関する海
洋計画： 2011年より策定手続に入り

2014年４月に採択、公表された。

・南部沿岸及び南部沖合に関する海
洋計画： 2013年より策定手続に入り

2015-16年の採択を目指す。

・沿岸域法（Loi Littoral）(1986): 市

町村（communes）中心の沿岸域管理

※近年はグルネル法に基づき国主導
で沿岸域総合管理が推進されている。

・全体を統括する法律はない。
※環境保護法 (1986) に基づき沿岸

域における活動規則や各州の沿岸域
管理計画が作成されている。

・領水管轄権法（1878）

・領海法（1987）
・フランス領海の画定に関する法律
（1971）

・ロシア連邦の内水、領海、接続水域
に関する連邦法(1998)

・領海、大陸棚、排他的経済水域及び
その他の海域法 (1976)

・大陸棚法（1964）

・MCAA（2009）： 排他的経済水域の

設定について言及。

・共和国の沖合の経済水域および生
態系保護水域に関する法律（1976）

・大陸棚及び排他的経済水域におけ
る人工島・施設・構築物及び付帯施設
並びに海底ケーブル・パイプラインに
適用可能な規制に関するデクレ
（2013）

・ロシア連邦の排他的経済水域に関す
る連邦法(1998)

・ロシア連邦の大陸棚に関する連邦法
(1995)

・自国のEEZ内では、軍事演習だけで

なく機器の設置も含め、沿岸国の同意
が必要との立場。

・クラウン・エステート法（1964）： 前浜

の一部並びに領海の海底及びその下
が王室財産であることを規定。
・エネルギー法（2004）： 領海を超える

海域を再生可能エネルギー海域
（REZ）として指定可能にすることを規

定。

国立公園、海洋自然公園、地方自然
公園に関する法律（2006）、および同

法により設置された海洋保護区局
海洋再生可能エネルギーに関する研
究報告書 (MEDDE他、 2013) に法

制度の整理がある。

・2030年までのロシア港湾インフラ開

発戦略(2010)

・2020年までのロシア連邦北極域開発

および国家安全保障戦略(2013)

・ロシア連邦の海洋活動の国家管理に
関する連邦法(2016年2月、ロシア下

院に法案提出予定)

・地球科学省を中心に、北極海への関
心が高まっている。
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　表1-2　各国の海洋政策の概要

日本（再掲） 中　　国 韓　　国

1．海洋（基本）法令
・海洋基本法（2007）: 基本理念、海洋

基本計画、基本的施策、総合海洋政
策本部等について規定。

海洋全般にわたる基本法令はない。
※ただし、「第13次5カ年計画（2016-

2020）」には、「海洋基本法」を2020年

までに制定することが明記された
（2016年3月16日）。

・海洋水産発展基本法(2002)：海洋水

産発展基本計画、海洋水産発展委員
会、基本的施策等について規定。

2．海洋（基本）政策
・海洋基本計画（2008、 2013）: 海洋

基本法に基づき策定。5年毎に見直

し。

・全国海洋経済発展計画要綱（2008）

に基づき、国家海洋事業発展第12次5

カ年計画（2011-2015）を策定

（2013）、2020年まで展望する。

・第二次海洋水産発展基本計画
（Ocean Korea 21）(2011～2020)

海洋水産発展基本法第6条に基づき、

10年毎に見直し。

3．海洋政策推進体制

・総合海洋政策本部（本部長：内閣総
理大臣、副本部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による総合調整。
（内閣官房総合海洋政策本部事務局
が事務を処理）
総合海洋政策本部に参与会議を設
置。

・国家海洋委員会： 国家海洋発展戦

略の策定、海洋の重大事項の調整等
を行うため、2013年新たに設立。

・国家海洋局： 従来からの海島管理、

海域管理、海洋環境保護等に海洋警
察、漁業管理等を加え、法執行機能を
統一。

・海洋水産部（2013年省庁再編で発

足）
・海洋水産発展委員会： 海洋水産発

展基本計画および重要海洋政策等の
審議機構。下位組織として海洋水産発
展実務委員会を設置。

4．沿岸域総合管理

　　（法令、計画等）

法律： なし。

指針： 沿岸域圏総合管理計画策定の

ための指針（2000）

（具体的な沿岸域総合管理計画の策
定は殆どない）

・中国海域使用管理法（2001）

・全国海洋機能区区画2011-2020

（2012）：海洋空間の開発、コントロー

ル及び総合管理の基本方針、目標を
定めた。

・沿岸管理法(2001年制定、2013改

正):

沿岸統合管理計画（国）、沿岸管理地
域計画（地方）の策定、沿岸用途海域
の指定等を規定。
・同法に基づく第2次沿岸統合管理計

画(2011～2021）(2013年大幅改訂)

5．領海等の管理

　　（法令、計画等）

・領海及び接続水域に関する法律
（1977）（領海等を総合的に管理する

ための法令、計画等はない）

・中国領海及び接続水域法（1992）

・中国海域使用管理法（2001）: 内水・

領海における機能別の区画の設定、
海域使用権等について規定。
・全国海洋主体機能区計画（2015）

・中国国家安全法（2015）

・領海法（1977）

上記沿岸管理法は領海外側限界まで
適用される。

6．排他的経済水域

　　（EEZ）等の管理

　（法令、計画等）

・排他的経済水域及び大陸棚に関す
る法律（1996）

・排他的経済水域及び大陸棚の保全
及び利用の促進のための低潮線の保
全及び拠点施設の整備に関する法律
（2010）

（排他的経済水域等を総合的に管理
するための法令、計画等はない）

・中国排他的経済水域及び大陸棚法
（1998）

・全国海洋機能区画2011-2020

（2012）

・全国海洋主体機能区計画（2015）：

計画範囲にEEZ等を含む。

・排他的経済水域法(1996)、排他的経

済数域における外国人漁業等に対す
る主権的権利の行使に関する法律
（1996）

・海洋環境管理法 (2007年制定、

2013年最終改訂)

7．その他

（特筆すべき政策等）
・我が国の北極政策(2015)

・中国海島保護法（2009）に基づき、

中国海島保護計画（2011-2020）策定

(2012)

・海洋再生資源発展綱要2013-2016

（2013）

・深海海底区域の資源探査開発法
（2016）

・全国海島保護事業13次5ヵ年計画

（2016）

・第4次海洋環境総合計画（2011～

2020）： 海洋環境管理法に基づいた、

海洋環境保護のための政府次元の総
合計画。
・漁業管理能力強化のための総合対
策発表 (2013)

・北極総合政策推進計画（海洋水産
部、2013）

－ 72 －



ベトナム インドネシア オーストラリア ニュージーランド

・海洋島嶼環境資源法（2015）

・海事に関するインドネシア共和国法律

（2014年第32号）：国家海洋政策の根拠、目

的、領海、接続水域、EEZ、大陸棚の定義と

根拠を規定。

・空間計画法（法律1992年第24号）：国土の

有効活用、環境保護を規定

・環境管理法（法律1997年第23号）：海洋環

境保護と資源管理を規定。

・国家開発体系法（法律2004年第32号）

・海洋全般にわたる基本法令はない。
※環境保護及び生物多様性保全法
（EPBC法、1999）が、海洋における生

物や生息域保護について規定。

・海洋全般にわたる基本法令はない。

・海洋・島嶼の資源・環境保全総合管
理に係る政令（2009）

オーストラリア海洋政策（AOP;1998）：

海洋に関わる国家的指針を示す。
・海洋全般にわたる基本政策はない。

・資源環境省の海洋島嶼政策局が総
合的管理の推進を担当。

・海事担当調整省：2014年10月設立。

効果的・効率的な海洋政策を推進。
・海上保安調整組織：2006年12月設

立
・海軍
・海上安全保障局：2014年法律第32

号に基づき設立。

・環境省、農業省、防衛省、産業省、
州・準州政府

・主たる所掌機関：環境省、環境保護
局、第一次産業省、環境保全省
（DOC）、交通省、NZ海事局

（MNZ）、広域自治体、国家海洋調整

機関、ビジネス・イノベーション・雇用省
（MBIE）、NZ石油・鉱物局

海洋・島嶼の資源・環境保全総合管理
に係る政令（2009）

・沿岸域および小島嶼総合管理法（法
律2007年第27号）

・沿岸（州管轄）水域（1980）

・オーストラリア連邦沿岸政策（1995）

・沿岸域総合管理のための国家的協
働アプローチ−フレームワーク及び実
施計画（2006）

・NZ沿岸域政策声明 （NZCPS）

（1994、2010改訂）

領海基線に関する宣言（1982）
・1973 年海域および沈降地法（SSL

法）（1973、1990）

・領海、接続水域及び排他的経済水
域法（1977）

・トケラウ（領海及び排他的経済水域）
法（1977）

ベトナムの海に関する法律（2012）

・南西部海域、北西部海域、北部海
域、東南部海域、温帯東部海域、サン
ゴ礁海域の10か年管理計画案を公表

(2012)

・領海、接続水域及び排他的経済水
域法（1977）

・トケラウ（領海及び排他的経済水域）
法（1977）

・排他的経済水域及び大陸棚（環境影
響）法 (2012)

2020年に向けたベトナムの海洋戦略

（2007）

・沿岸部小島管理法（法律2007年第

27号）

・沿岸部小島管理計画（大臣令2008

年第16号）

・北極圏戦略(2013)

・国家鉱物法（CMA）（1991）

・資源管理法（RMA）（1991）： NZが

管轄権を有する海域における資源管
理に関する法律
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（４） 順応的管理による沿岸域総合管理事業の実施 
（４－１）個別事業の実施計画の策定 

（４－２）体制構築 

（４－３）事業実施 

（５） 沿岸域総合管理計画の評価と見直し 
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